
備　考

　２３条第１項」とすること。
年 人 年次

人
人

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習 計

－科目 －科目 －科目 －科目

同一設置者内における変更状
況

（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

該当なし

－単位

保健衛生学関係
（リハビリテー
ション関係）

平成26年4
月

第1年次
令和5年4月
第4年次

同上

平成26年4
月

第1年次
平成26年4

月
第3年次

大阪府吹田市片
山町2丁目5番1号

保健医療学部

大 学 の 目 的
 大和大学は、教育基本法及び学校教育法の定めるところに基づき、高い専門性と幅広い視野を授け
るとともに、豊かな人間性を涵養し、一人ひとりの「ひと」を見つめ、学術文化の向上と社会の平和
と発展に貢献する有能な人材を育成することを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

　政治経済学部政治・政策学科及び同学部経済経営学科は、社会の要請に応え、本学部が掲げる教育
目標である「広い教養と倫理観の上に政治、経済の各分野を広く俯瞰する視点を獲得し、さらに各分
野における豊かな専門的知識・理論に裏打ちされた実学的・実践的視点を修得することで、学術文化
の向上と社会の発展に貢献することができる人材」の育成を実践し、有為な人材を世に輩出するた
め、収容定員を変更する。
　社会学部社会学科は、「社会における文化に関する理解を深め、豊かな社会の創造に貢献しようと
する意欲を備えた人材を育成する」ことを教育目標とする「社会文化コース」を新たに設け、社会か
らの要請に応え、本学部学科が掲げる教育目標である「幅広い知識、視野を身につける教育課程を編
成して、社会が抱える課題の解決に意欲的に取り組み、社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する
人材」の育成を実践し、有為な人材を世に輩出するため、収容定員を変更する。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位 学位の分野
開設時期及
び開設年次

所在地

　　年　月
第　年次

教育学部

　教育学科 4 190
3年次
5

770
学士（教育

学）
教育学・保育学

関係

　総合リハビリテーション学科 4 120

4年次
5

（理学療
法学専
攻）
5

（作業療
法学専攻)

490
学士（保健医

療学）

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ ﾔﾏﾄﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 大和大学

大 学 本 部 の 位 置 大阪府吹田市片山町2丁目5番1号

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ ﾆｼﾔﾏﾄｶﾞｸｴﾝ

設 置 者 学校法人　西大和学園

　看護学科 4 100
4年次
10

410
学士（看護

学）
保健衛生学関係
（看護学関係）

令和7年4月
第4年次

同上

同上

法学関係
令和8年4月
第1年次

同上

　経済経営学科 4
150

（120）
－

600
（480）

学士（経済経
営学）

経済学関係
令和8年4月
第1年次

同上

政治経済学部

　政治・政策学科 4
65

（60）
－

260
（240）

学士（政治・
政策学）

理工学部

　理工学科 4 295 － 1,180

　グローバルビジネス学科 4 80 － 320
学士（グロー
バルビジネ

ス）
経済学関係

令和6年4月
第1年次

　社会学科 4
260

（200）
－

1,040
（800）

学士（社会
学）

社会学・社会福
祉学関係

令和8年4月
第1年次

同上

学士（理
学）、学士
（工学）

理学関係、工学
関係

令和7年4月
第1年次

同上

社会学部

同上

計
1,510
(1,415)

3年次
5

4年次
20

6,070
(5,690)

情報学部

　情報学科 4 250 － 1,000
学士（情報

学）
工学関係、経済

学関係
令和7年4月
第1年次
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計（ａ～ｄ）
7 2 7 2 18

（7） （2） （7） （2） （18）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

7 2 7 2

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（18）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
7 2 7 2

人

（0） （0） （0） （0） （0）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

人

（7） （2） （7） （2） （18） (0) （5）

0 5

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
10人

（7） （2） （7） （2） （18）

0

18

（7） （2） （7） （2）

（0） （0）

0 0 0 0 0

18

（0） （0）

28

（22） （6） （0） （0） （28）

保健医療学部　看護学科

人 人 人 人 人

7 2 7 2 18

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

22 6 0 0

（0） （0）

計（ａ～ｄ）
22 6 0 0

0 0 28

（22） （6） （0） （0） （28）

0

（0） （0） （0）

（0）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0）

人 人 人

（22） （6） （0） （0） （28） (0) （7）

22 6 0 0 28 0 7

28 大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数　9
人

（22） （6） （0） （0） （28）

0 0 0 0

学部等の名称
基幹教員

助手
基幹教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

新

設

分

教育学部　教育学科

人 人 人 人

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
22 6

　　　　　　　経済経営学科

人 人 人 人 人

（6）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（0） （0）

人 人

8 2 1 0 11 0 8

（6） （4） （0） （0） （10） （0） （8）

2 1 0 11

8 2 1 0 11

（4） （0） （0） （10）

0

（10）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（6） （4） （0） （0） （10）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
8

計（ａ～ｄ）
8

政治経済学部　政治・政策学科

人 人 人 人 人 人 人

10 1 1 0 12 0 10

（9） （2） （1） （0） （12） （0） （10）

0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

計（ａ～ｄ）
10 1 1 0 12

（9） （2）

0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数　9
人

（9） （2） （1） （0） （12）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
10 1 1 0 12

（9）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

10 1 1 0 12

　　　　　　　総合リハビリテーション学科

人 人 人 人 人

0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

計（ａ～ｄ）
8 4 4

（4） （1） （17）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0

（2） （1） （0） （12）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

人 人

8 4 4 1 17 0 7

（8） （4） （4） （1） （17） (0) (7)

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

8 4 4 1 17

（4）

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
12人

（8） （4） （4） （1） （17）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
8 4 4 1 17

（8）

2 1 0 11

（6） （4）

1 17

（8） （4） （4） （1） （17）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（1） （0） （12）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0

0 0

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数　8
人

- 基本計画書 -2-



合　　　　計
116 34 25 3 178 0 115

(112) (37) (24) (3) (176) (0) (117)

－ －

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

－ － － － －

（－）

－ － －

（－） （－）

－ －

（－） （－） （－） （－） （－）

計
－ － － － －

（－）

（－） （－）

（－） （－）

該当なし

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
－ －

（－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

－ － －

（－） （－） （－） （－） （－）

－

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

－ －

計（ａ～ｄ）
－ － －

－ － －

（－） （－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

（－）

（－） （－） （－） （－）

（－）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－）

新

設

分

情報学部　情報学科

人 人 人 人 人 人 人

16 3 0 0 19 0 4

（16） （3） （0） （0） （19） (0) （4）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

16 3 0 0 19

（3） （0） （0） （19）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（0） （0） （19）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（16） （3） （0） （0） （19）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
16 3 0 0 19

（16）

既

設

分

社会学部　社会学科

人 人 人 人 人 人 人

12 10 2 0 24 0 26

（11） （10） （2） （0） （23） （0） （28）

計（ａ～ｄ）
16 3 0 0 19

（16） （3）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

12 10 2 0 24

（11） （10） （2） （0） （23）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（0）

小計（ａ～ｂ）
12 10 2 0 24

（11） （10） （2） （0） （23）

計（ａ～ｄ）
12 10 2 0 24

（11） （10） （2） （0） （23）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

　　　　　　　グローバルビジネス学科

人 人 人 人 人 人 人

4 2 2 0 8 0 17

（4） （2） （2） （0） （8） （0） （17）

8

（4）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

4 2 2 0 8

（2） （2） （0） （8）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

（4） （2） （2） （0） （8）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

小計（ａ～ｂ）
4 2 2 0

計（ａ～ｄ）
4 2 2 0 8

（4） （2） （2） （0） （8）

（0） （0）

小計（ａ～ｂ）
29 4 8 0 41

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数　6
人

理工学部　理工学科

人 人 人 人 人 人 人

29 4 8 0 41 0 31

（29） （4） （8） （0） （41） (0) （31）

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
12人

大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
13人

計（ａ～ｄ）
29 4 8 0 41

（29） （4） （8） （0） （41）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0）

（4） （8） （0） （41）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0

（0）

（29） （4） （8） （0） （41）

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

0

（29）

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

29 4 8 0 41 大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
15人

0 0 0

（0） （0） （0） （0） （0）

0 0 0 0

（0） （0） （0）

- 基本計画書 -3-



大学全体

1,000千円 1,000千円

－千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立学校等経常費補助金、資産運用収入、雑収入等

－千円 －千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

1,360千円

1,230千円 1,230千円 －千円 －千円

1,760千円 1,760千円 －千円 －千円

1,270千円 1,250千円 1,250千円

1,570千円 1,570千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 300千円 300千円 300千円 300千円 －千円 －千円

3,000千円 3,000千円 －千円 －千円

1,033千円 1,033千円 －千円 －千円

経費
の見
積り
及び
維持
方法
の概
要

経費の
見積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

図 書 購 入 費 1,033千円 1,033千円 1,033千円

共 同 研 究 費 等 3,000千円 3,000千円

1,260千円

学生１人当り
納付金

学部

教育学部 1,350千円 1,230千円

保健医療学部 1,760千円 1,760千円
政治経済学部　グロー
バルビジネス学科

設 備 購 入 費 1,000千円 1,000千円 1,000千円

理工学部 1,640千円 1,570千円

スポーツ施設等
スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

大学全体
3,856.94㎡ 0㎡ 1,936.72㎡

106

（63,441〔5,419〕） （31〔0〕） （115〔8〕） （18〔15〕） （17,029） （106）
計

63,441〔5,419〕　 31〔0〕　 115〔8〕　 18〔15〕　 17,029

図
書
・
設
備

新設学部等の名称

大学全体

学部等単位
での特定不
能なため、
大学全体の

数

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊

（63,441〔5,419〕） （31〔0〕） （115〔8〕） （18〔15〕） （17,029） （106）

種 〔うち外国書〕 点 点

図書 学術雑誌 機械・器具

63,441〔5,419〕　

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 192室 教 員 研 究 室 211室

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

31〔0〕　 115〔8〕　 18〔15〕　 17,029

0㎡ 0㎡ 46,156.19㎡

（46,156.19㎡） （　　　　0㎡） （　　　　0㎡） （46,156.19㎡）

標本

〔うち外国書〕

106

計
22 23

（22） （23） （45）

69,441.58㎡ 137,626.79㎡

校
　
地
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

10,683.03㎡

45

46,156.19㎡

合 計 56,327.21㎡ 11,858.00㎡

西大和学園中
学・高等学校
（必要面積
18,120㎡）
白鳳短期大学

（必要面積7,100
㎡）

と共用

校 舎 敷 地 52,080.33㎡ 11,858.00㎡ 63,005.43㎡ 126,943.76㎡

そ の 他 4,246.88㎡ 0㎡ 6,436.15㎡

校　　　舎

（5）

（19） （35）

技 術 職 員
5 0 5

（5） （0） （5）

指 導 補 助 者
0 0 0

（0） （0） （0）

そ の 他 の 職 員
0 0 0

（0） （0） （0）

職　　　種 専　　属 その他 計

事 務 職 員
16 19 35

（16）

図 書 館 職 員
1 4 5

（1） （4）

－千円 －千円

社会学部 1,180千円 1,180千円 1,180千円 1,180千円 －千円 －千円

－千円 －千円
政治経済学部　グロー
バルビジネス学科以外 1,180千円 1,180千円 1,180千円 1,180千円 －千円 －千円

1,250千円

情報学部 1,260千円 1,260千円 －千円
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令和5年度
入学定員増
（20人）

令和5年度
入学定員増
（40人）

令和6年度
学科設置

令和7年度
入学定員増
（65人）

令和5年度
学部設置
令和7年度
入学定員増
（50人）

附属施設の概要 該当なし

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 等 の 名 称 大和大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収 容 定 員
充 足 率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人 倍

保健医療学部 1.07

　看護学科 4 100 4年次
10

410 学士（看護学） 1.19 平成26
年度

令和7年
度(第4
年次)

教育学部 1.08

　教育学科 4 190 3年次
5

(初等幼児
教育専攻

のみ）

770 学士（教育学） 1.08 平成26
年度

大阪府吹田市片山町
2丁目5番1号

　政治・政策学科 4 60 － 220 学士（政治・政策
学）

1.08 平成28
年度

　経済経営学科 4 120 － 440 学士（経済経営
学）

1.11 平成28
年度

　総合リハビリテーション学科 4 120 4年次
5

（理学療
法学専
攻）
5

（作業療
法学専攻)

490 学士（保健医療
学）

0.98 平成26
年度

令和5年
度(第4
年次)

政治経済学部 1.07

　理工学科
4 295 － 985 学士（理学）、学

士（工学）
1.06 令和2年

度

社会学部
1.08

　グローバルビジネス学科 4 80 － 160 学士（グローバル
ビジネス）

0.81 令和6年
度

理工学部
1.06

　情報学科

4 250 － 650 学士（情報学） 1.09 令和5年
度

　社会学科
4 200 － 800 学士（社会学） 1.08 令和3年

度

情報学部
1.09
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令和7年度 令和8年度

入学定
員

収容
定員

入学定
員

収容
定員 変更の事由

大和大学 大和大学

教育学部 教育学部

教育学科 190 3年次 5 770 教育学科 190 3年次 5 770

保健医療学部　 保健医療学部　

看護学科 100 4年次 10 410 看護学科 100 4年次 10 410

総合リハビリテーション学科 120 4年次 10 490 総合リハビリテーション学科 120 4年次 10 490

政治経済学部 政治経済学部

政治・政策学科 60 - 240 政治・政策学科 65 - 260 定員変更（5）

経済経営学科 120 - 480 経済経営学科 150 - 600 定員変更（30）

グローバルビジネス学科 80 - 320 グローバルビジネス学科 80 - 320

理工学部 理工学部

理工学科 295 - 1,180 理工学科 295 - 1,180

社会学部 社会学部

社会学科 200 - 800 社会学科 260 - 1,040 定員変更（60）

情報学部 情報学部

情報学科 250 - 1,000 情報学科 250 - 1,000

計 1,415 ３年次 5 5,690 計 1,510 ３年次 5 6,070

4年次 20 4年次 20

大和大学白鳳短期大学部 大和大学白鳳短期大学部

総合人間学科 総合人間学科

こども教育専攻 100 - 200 こども教育専攻 100 - 200

看護学専攻（3年制） 100 - 300 看護学専攻（3年制） 100 - 300

リハビリテーション学専攻（3年制） リハビリテーション学専攻（3年制）

理学療法学課程 40 - 120 理学療法学課程 40 - 120

作業療法学課程 30 - 90 作業療法学課程 30 - 90

計 270 - 710 計 270 - 710

編入学
定員

編入学
定員

学校法人 西大和学園　設置認可等に関わる組織の移行表
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-校地校舎図面 -1～4- 

1（書類等の題名） 

 

① 都道府県内における位置関係図（1ページ） 
② 都道府県内における位置関係図 （課外活動運動場／奈良県北葛城郡河

合町）（2ページ） 
③ 最寄り駅からの距離・交通機関図 （大学キャンパス／大阪府吹田市）

（3ページ） 
④ 最寄り駅からの距離・交通機関図 （課外活動運動場／奈良県北葛城郡

河合町）（4ページ） 
⑤ 校舎・運動場等配置図（課外活動運動場／奈良県北葛城郡河合町）（6

ページ） 

 

2 （出典） 

 

①     MapFan Web（ｼﾞｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ社提供の地図検索サイト）より 

②③④⑥ Mapion(ONE COMPATH が提供の地図検索サイト)より 

 

3 （引用範囲） 

 

① 大阪府の地図 

https://mapfan.com/pref/27 

  ② 奈良県の地図 

https://www.mapion.co.jp/map/admi29.html 

③ JR 吹田駅周辺の地図 

https://www.mapion.co.jp/m2/34.76416068176116,135.5247246665234
,19/q=JR%E5%90%B9%E7%94%B0%E9%A7%85 

④ 王寺町の地図 

https://www.mapion.co.jp/m2/34.59470117,135.70658416,16 

  ⑥ 河合町薬井の地図   
https://www.mapion.co.jp/m2/34.58887187122334,135.712115745726
6,17 

 

4 （その他の説明） 

 

  ①②⑤ 該当箇所を切り抜き使用した 

  ③④  最寄駅から本学等への導線に太線を引いた 

 





-校地校舎図面 -1～4- 

1 （書類等の題名） 

 

校舎平面図（7ページ～13 ページ）、校舎等建物面積表（14 ページ～28 ペ
ージ） 

 

2 （出典） 

 

  本学作成 

 

3 （引用範囲） 

 

平面図、建物面積表 

 

4 （その他の説明） 

 

  保安上の観点及び公表することを前提とした資料ではないため公表を差し
控えた 
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- 学則 - 1 - 
 

 

大和大学学則（抜粋） 

 

 

第１章 総則 

 

 

  (目的) 

第１条 大和大学(以下｢本学｣という。)は、教育基本法及び学校教育法の定めるところに基づき、

高い専門性と幅広い視野を授けるとともに、豊かな人間性を涵養し、一人ひとりの「ひと」を見

つめ、学術文化の向上と社会の平和と発展に貢献する有能な人材を育成することを目的とする。 

 

 

  (自己評価等) 

第２条 本学の目的を達するために、教育研究活動等の状況について、自ら点検及び評価を行い、

その結果を公表するものとする。 

２ 点検及び評価については、別に定める。 

３ 本学は、第１項の点検及び評価の結果について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の 

認証を受けた者による評価を受けるものとする。 

 

 

  (情報の公開) 

第３条 本学は、教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることがで

きる方法によって、積極的に情報を公開するものとする。 

 

 

  (教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第４条 本学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を行う。 

 

 

  (社会的・職業的自立に関する指導等) 

第５条 本学は、学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び

職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができる

よう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。 

 



- 学則 - 2 - 
 

 

第２章 学部、学科等及び修業年限 

 

 

（学部）                        

第６条 本学に、次の学部を置き、学部ごとに次のとおり教育研究上の目的を定める。 

 

・教育学部 

 

教育学科のもとに、初等幼児教育専攻、国語教育専攻、数学教育専攻、英語教育専攻の４

つの専攻を置き、初等幼児教育専攻は初等幼児教育を柱に、国語教育、数学教育、英語教育

の各専攻は、それぞれの教科教育を柱に関連する領域に関する専門的知識を身につけること

によって、教育保育分野に貢献する人材を育成する。 

 

・保健医療学部 

 

看護学、理学療法学、作業療法学、言語聴覚学の各分野について、理論及び応用の研究を

行うとともに、十分な知識と技能を有し、保健医療の実践を担うことができる応用能力及び

豊かな人間性を備えた看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の

人材を育成する。 

 

・政治経済学部 

 

政治経済学部のもとに、政治・政策学科、経済経営学科、グローバルビジネス学科を置

き、政治・政策学科のもとに政治学専攻、政策学専攻、経済経営学科のもとに経済学専攻、

経営学専攻を設け、政治、経済の各分野を広く俯瞰し、各分野における豊かな専門的知識・

理論に裏打ちされた実学的・実践的視点をもった人材を育成する（2年次専攻選択制）。 

 

 ・理工学部 

 

理工学科のもとに数理科学専攻、生物生命科学専攻、機械システム工学専攻、電気電子情

報工学専攻、建築学専攻を設け、幅広い視野、専門的知識、また、強い探究心、使命感を有

し、持続可能な社会の実現に向けて、創造性、独創性、発想力を発揮してイノベーションを

創出することができる科学技術者、研究者を育成する。 



- 学則 - 3 - 
 

 

・社会学部 

 

社会学科のもとに現代社会学コース、メディア社会学コース、社会心理学コース、社会文 

 化学コースを設け、社会学に関する理論、知識を活かし、社会が抱える課題の解決に意欲的 

 に取り組み、社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材を養成する（2年次コース選 

 択制）。 

 

・情報学部 

 

情報学科のもとに情報科学専攻、データサイエンス専攻、情報経済経営専攻を設け、情報 

学を基軸とする情報科学、社会科学の文理融合の学びにより、多角的な視点で情報をとらえ、 

課題解決に意欲的に取り組み、社会の発展と豊かな暮らしの創造に貢献する人材を養成する 

（3年次コース選択制）。 

 

 

 （修業年限・在学年限） 

第７条 本学学部の修業年限は 4年とする。ただし、在学年限は 8年を超えることはできない。 

 

 

 （入学定員） 

第８条 本学の学部、学科及び課程別の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

 

 学科 専攻・コース 入学定員 収容定員 

教育学部 教育学科 

初等幼児教育専攻 190名 

(3年次編入 

初等幼児教育

専攻 5名) 

770名 
国語教育専攻 

数学教育専攻 

英語教育専攻 

保健医療学部 

看護学科  

100名 

(4年次編入

10名) 

410名 

総合リハビリテーシ

ョン学科 
理学療法学専攻 

40名 

(4年次編入 5

名) 

165名 
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作業療法学専攻 

40名 

(4年次編入 5

名) 

165名 

言語聴覚学専攻 40名 160名 

政治経済学部 

政治・政策学科 
政治学専攻 

65名 260名 
政策学専攻 

経済経営学科 
経済学専攻 

150名 600名 
経営学専攻 

グローバルビジネス 

学科 
－ 80名 320名 

理工学部 理工学科 

数理科学専攻 

295名 1,180名 

生物生命科学専攻 

機械システム工学専攻 

電気電子情報工学専攻 

建築学専攻 

社会学部 社会学科 

現代社会学コース 

260名 1,040名 
メディア社会学コース 

社会心理学コース 

社会文化学コース 

情報学部 情報学科 

情報科学専攻 

250名 1,000名 データサイエンス専攻 

情報経済経営専攻 

 

 

 

第３章 職員組織 

 

 

  (職員)  

第９条 本学に、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員及びその他の職員を置く。 

２ 本学に、非常勤講師、客員教授、その他必要な職員を置くことができる。 

 

 

 



- 学則 - 5 - 
 

  (学長及びその他役職) 

第 10条 本学に、学長を置く。学長は大学を代表するととともに、大学を統括する。 

２ 本学に、副学長を置くことができる。副学長は学長を助け、学長の命を受けて校務をつかさ

どる。 

３ 本学に、学部長を置く。学部長は、当該学部の学務、所属職員を統括する。 

４ 本学に、学部長補佐を置くことができる。学部長補佐は、学部長を助け、学部長の命を受け

て学部の校務をつかさどる。 

５ 本学に、その他必要な役職を置くことができる。 

 

 

 

第４章 大学協議会及び教授会 

 

 

  (大学協議会) 

第 11条 本学の管理運営に関する重要事項を審議し、理事会との連絡調整を図るため、大学協議 

会を置く。 

２ 大学協議会は、学長、副学長、学部長、学部長補佐、本部長、センター長、室長、部長及び

学長が必要と認めた職員によって構成する。 

３ 大学協議会は、学長が招集し、その議長となる。学長が議長をつとめることができない場合

は、学長が指名した者がこれに代わるものとする。 

４ 大学協議会は、次の事項について審議し、学長が最終決定する。 

一 大学運営、将来計画に関する事項 

二 学則、諸規程等の制定改廃に関する事項  

三 学部等編成、学生定員に関する事項 

四 人事に関する事項 

五 学生募集、入学試験に関する事項 

六 教育課程に関する事項 

七 学生の入学、卒業、課程の修了及び在籍に関する事項 

八 学位授与に関する事項 

九 教育研究に関する事項  

十 学生の補導・賞罰に関する事項  

十一 自己点検・評価に関する事項  

十二 その他、重要事項  
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新旧対照表 

 

旧学則 

 

 （学部）                        

第６条 本学に、次の学部を置き、学

部ごとに次のとおり教育研究上の目的

を定める。 

 

・教育学部 

 

 教育学科のもとに、初等幼児教育専

攻、国語教育専攻、数学教育専攻、英

語教育専攻の４つの専攻を置き、初等

幼児教育専攻は初等幼児教育を柱に、

国語教育、数学教育、英語教育の各専

攻は、それぞれの教科教育を柱に関連

する領域に関する専門的知識を身につ

けることによって、教育保育分野に貢

献する人材を育成する。 

 

・保健医療学部 

 

 看護学、理学療法学、作業療法学、

言語聴覚学の各分野について、理論及

び応用の研究を行うとともに、十分な

知識と技能を有し、保健医療の実践を

担うことができる応用能力及び豊かな

人間性を備えた看護師、保健師、助産

師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士等の人材を育成する。 

 

・政治経済学部 

 

政治経済学部のもとに、政治・

政策学科、経済経営学科、グロー

バルビジネス学科を置き、政治・

政策学科のもとに政治学専攻、政

策学専攻、経済経営学科のもとに

経済学専攻、経営学専攻を設け、

政治、経済の各分野を広く俯瞰

し、各分野における豊かな専門的

知識・理論に裏打ちされた実学

的・実践的視点をもった人材を育

成する（2年次専攻選択制）。 

 

新学則 

 

（学部）                        

第６条 本学に、次の学部を置き、学

部ごとに次のとおり教育研究上の目的

を定める。 

 

・教育学部 

 

 教育学科のもとに、初等幼児教育専

攻、国語教育専攻、数学教育専攻、英

語教育専攻の４つの専攻を置き、初等

幼児教育専攻は初等幼児教育を柱に、

国語教育、数学教育、英語教育の各専

攻は、それぞれの教科教育を柱に関連

する領域に関する専門的知識を身につ

けることによって、教育保育分野に貢

献する人材を育成する。 

 

・保健医療学部 

 

 看護学、理学療法学、作業療法学、

言語聴覚学の各分野について、理論及

び応用の研究を行うとともに、十分な

知識と技能を有し、保健医療の実践を

担うことができる応用能力及び豊かな

人間性を備えた看護師、保健師、助産

師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士等の人材を育成する。 

 

・政治経済学部 

 

政治経済学部のもとに、政治・

政策学科、経済経営学科、グロー

バルビジネス学科を置き、政治・

政策学科のもとに政治学専攻、政

策学専攻、経済経営学科のもとに

経済学専攻、経営学専攻を設け、

政治、経済の各分野を広く俯瞰

し、各分野における豊かな専門的

知識・理論に裏打ちされた実学

的・実践的視点をもった人材を育

成する（2年次専攻選択制）。 
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 ・理工学部 

 

理工学科のもとに数理科学専

攻、生物生命専攻、機械システム

工学専攻、電気電子情報工学専

攻、建築学専攻を設け、幅広い視

野、専門的知識、また、強い探究

心、使命感を有し、持続可能な社

会の実現に向けて、創造性、独創

性、発想力を発揮してイノベーシ

ョンを創出することができる科

学技術者、研究者を育成する。 

 

・社会学部 

 

社会学部のもとに現在社会学コ

ース、メディア社会学コース、社

会心理学コースを設け、社会学に

関する理論、知識を活かし、社会

が抱える課題の解決に意欲的に取

り組み、社会の発展と幸せな暮ら

しの創造に貢献する人材を養成す

る（２年次コース選択制）。 

 

・情報学部 

 

情報学を基軸とする情報科学、社 

会科学の文理融合の学びにより、多 

角的な視点で情報をとらえ、課題解 

決に意欲的に取り組み、社会の発展 

と豊かな暮らしの創造に貢献する人 

材を養成する（３年次コース選択 

 制）。 

 

 

 

 

 

 

（入学定員） 

第８条 本学の学部、学科及び課程別

の入学定員及び収容定員は、次のと

おりとする。 

 

 

 

 ・理工学部 

 

理工学科のもとに数理科学専

攻、生物生命専攻、機械システム

工学専攻、電気電子情報工学専

攻、建築学専攻を設け、幅広い視

野、専門的知識、また、強い探究

心、使命感を有し、持続可能な社

会の実現に向けて、創造性、独創

性、発想力を発揮してイノベーシ

ョンを創出することができる科

学技術者、研究者を育成する。 

 

・社会学部 

 

社会学部のもとに現在社会学コ

ース、メディア社会学コース、社

会心理学コース、社会文化学コー

スを設け、社会学に関する理論、

知識を活かし、社会が抱える課題

の解決に意欲的に取り組み、社会

の発展と幸せな暮らしの創造に貢

献する人材を養成する（２年次コ

ース選択制）。 

 

・情報学部 

 

情報学科のもとに情報科学専攻、

データサイエンス専攻、情報経済経

営専攻を設け、情報学を基軸とする

情報科学、社会科学の文理融合の学

びにより、多角的な視点で情報をと

らえ、課題解決に意欲的に取り組み、

社会の発展と豊かな暮らしの創造に

貢献する人材を養成する（３年次コ

ース選択制）。 

 

 

 

（入学定員） 

第８条 本学の学部、学科及び課程別

の入学定員及び収容定員は、次のと

おりとする。 
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 学科 専攻・

コース 

入学

定員 

収容

定員 

教 育

学部 

教育学

科 

初等幼

児教育

専攻 

190

名 

(3年

次編

入 

初等

幼児

教育

専攻

5名) 

770

名 

国語教

育専攻 

数学教

育専攻 

英語教

育専攻 

保 健

医 療

学部 

看護学

科 
－ 

100

名 

(4年

次編

入 10

名) 

410

名 

総合リ

ハビリ

テーシ

ョン学

科 

理学療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

作業療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

言語聴

覚学専

攻 

40名 
160

名 

政 治

経 済

学部 

政治・

政策学

科 

政治学

専攻 
65名 

260

名 政策学

専攻 

経済経

営学科 

経済学

専攻 150

名 

600

名 経営学

専攻 

グロー

バルビ

ジネス

学科 

－ 80 
320

名 

 

 

 

 学科 専攻・

コース 

入学

定員 

収容

定員 

教 育

学部 

教育学

科 

初等幼

児教育

専攻 

190

名 

(3年

次編

入 

初等

幼児

教育

専攻

5名) 

770

名 

国語教

育専攻 

数学教

育専攻 

英語教

育専攻 

保 健

医 療

学部 

看護学

科 
 

100

名 

(4年

次編

入 10

名) 

410

名 

総合リ

ハビリ

テーシ

ョン学

科 

理学療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

作業療

法学専

攻 

40名 

(4年

次編

入 5

名) 

165

名 

言語聴

覚学専

攻 

40名 
160

名 

政 治

経 済

学部 

政治・

政策学

科 

政治学

専攻 
60名 

240

名 政策学

専攻 

経済経

営学科 

経済学

専攻 120

名 

480

名 経営学

専攻 

グロー

バルビ

ジネス

学科 

－ 80 
320

名 
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理工

学部 

理 工

学科 

数理科

学専攻 

295

名 

1,180

名 

生物生

命科学

専攻 

機械シ

ステム

工学専

攻 

電気電

子情報

工学専

攻 

建築学

専攻 

社会

学部 

社 会

学科 

現代社

会学コ

ース 

200

名 

800

名 

メディ

ア社会

学コー

ス 

社会心

理学コ

ース 

情報

学部 

情 報

学科 

情報科

学専攻 

250

名 

1,000

名 

データ

サイエ

ンス専

攻 

情報経

済経営

専攻 

 

 

 

 

 

 

 

理工

学部 

理 工

学科 

数理科

学専攻 

295

名 

1,180

名 

生物生

命科学

専攻 

機械シ

ステム

工学専

攻 

電気電

子情報

工学専

攻 

建築学

専攻 

社会

学部 

社 会

学科 

現代社

会学コ

ース 

260

名 

1,040

名 

メディ

ア社会

学コー

ス 

社会心

理学コ

ース 

社会文

化学コ

ース 

情報

学部 

情 報

学科 

情報科

学専攻 

250

名 

1,000

名 

データ

サイエ

ンス専

攻 

情報経

済経営

専攻 
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(大学協議会) 

第 11 条 本学の管理運営に関する重

要事項を審議し、理事会との連絡調整

を図るため、大学協議 会を置く。 

２ 大学協議会は、学長、副学長、学

部長、学部長補佐、室長、部長及び学

長が必要と認めた職員によって構成す

る。 

 

 (大学協議会) 

第 11 条 本学の管理運営に関する重

要事項を審議し、理事会との連絡調整

を図るため、大学協議 会を置く。 

２ 大学協議会は、学長、副学長、学

部長、学部長補佐、本部長、センター

長、室長、部長及び学長が必要と認め

た職員によって構成する。 



－ 学則変更の趣旨等（本文） -1- 

 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

 

目次 

 

 

１ 学則変更（収容定員変更）の内容             ・・・ p.2 

 

 

２ 学則変更（収容定員変更）の必要性            ・・・ p.2 

 

 

３ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容   ・・・ p.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 学則変更の趣旨等（本文） -2- 

 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

 

１ 学則変更（収容定員変更）の内容 

 

令和 8（2025）年 4月 1日より、大和大学学則第 8条「入学定員」の条文を以下の通り 

改定する。 

 

○ 政治経済学部 

 

＜入学定員・収容定員＞   

 

（旧）政治・政策学科 入学定員  60人   収容定員 240人 

   経済経営学科  入学定員 120人  収容定員 480人 

 

（新）政治・政策学科 入学定員  65人  収容定員 260人 

      経済経営学科  入学定員 150人  収容定員 600人 

 

○ 社会学部 

 

＜入学定員・収容定員＞ 

 

（旧）社会学科    入学定員 200人  収容定員   800人 

    （新）社会学科    入学定員 260人  収容定員 1,040人 

 

２ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

 

○ 政治経済学部 

 

  ＜政治・政策学科＞ 

 

本学政治経済学部政治・政策学科（認可時：政治行政学科）は、平成 28（2016）年に

開設し、以来、質の高い教育研究の実践、個々の学生の希望進路の実現を図るべく、学

部所属教員、キャリアセンター職員等が緊密に連携をとり、教育研究に取り組んできた。 

開設から 8年を経て、現在、卒業生は有名企業就職や、国公立大学大学院への合格を

多数果たす等、高い進路実績をあげることができていることから、社会、高校生からの

本学部学科への評価、期待は年々高まっており、学生確保の見通しに記載の通り、堅調



－ 学則変更の趣旨等（本文） -3- 

 

に志願者数を伸ばしてきている。 

この社会からの要請に応えるべく、政治経済学部が掲げる教育目標である「広い教養

と倫理観の上に政治、経済の各分野を広く俯瞰する視点を獲得し、さらに各分野におけ

る豊かな専門的知識・理論に裏打ちされた実学的・実践的視点を修得することで、学術

文化の向上と社会の発展に貢献することができる人材」の育成を実践し、更に有為な人

材を世に輩出するため、入学定員を変更することとした。 

 

  ＜経済経営学科＞ 

 

本学政治経済学部経済経営学科は、平成 28（2016）年に開設し、以来、質の高い教育

研究の実践、個々の学生の希望進路の実現を図るべく、学部所属教員、キャリアセンタ

ー職員等が緊密に連携をとり、教育研究に取り組んできた。 

開設から 8年を経て、卒業生は有名企業就職や、国公立大学大学院への合格を多数果

たす等、高い進路実績をあげることができていることから、社会、高校生からの本学部

学科への評価、期待は年々高まっており、学生確保の見通しに記載の通り、堅調に志願

者数を伸ばしてきている。 

この社会からの要請に応えるべく、政治経済学部が掲げる教育目標である「広い教養

と倫理観の上に政治、経済の各分野を広く俯瞰する視点を獲得し、さらに各分野におけ

る豊かな専門的知識・理論に裏打ちされた実学的・実践的視点を修得することで、学術

文化の向上と社会の発展に貢献することができる人材」の育成を実践し、更に有為な人

材を世に輩出するため、入学定員を変更することとした。 

 

 

○ 社会学部 社会学科 

 

本学社会学部社会学科は、令和 3年 4月に開設し、以来、質の高い教育研究の実践、

個々の学生の希望進路の実現を図るべく、学部所属教員、キャリアセンター職員等が緊

密に連携をとり、教育研究に取り組んできた。 

   結果、今年度（令和 6 年度）に完成年度を迎え、1 期生の進路先は有名企業就職や、

国公立大学大学院への合格を多数果たす等、高い進路実績をあげることができた。社会、

高校生からの本学部学科への評価、期待は年々高まっており、学生確保の見通しに記載

の通り、堅調に志願者数を伸ばしてきている。 

この社会からの要請に応えるため、令和 8年 4月より、「多様な文化への深い理解を

養い、その先にある未来の社会を見つめる」ことを教育目標に、「人間集団や社会のあ

り方を学ぶ社会科学的視点、また、個人、集団、社会生活の中での人間同士の関係のあ

り方、社会のしくみを探る社会学的視点から文化をとらえ研究する「社会文化学コース」

を新たに設け、学びの幅を一層広げ、社会学部社会学科が掲げる教育目標である「幅広
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い知識、視野を身につける教育課程を編成して、社会が抱える課題の解決に意欲的に取

り組み、社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材」の育成を実践し、有為な人

材を世に輩出するため、入学定員を変更することとした。 

 

 

３ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

 

 （１）教育課程の変更内容 

 

○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

「共通基礎科目」区分を廃し、大学生に求められる知識・能力を身につけることを

目的とする「ベーススキル科目」区分、人文科学・自然科学分野にわたる幅広い知識

を身につけることを身につけることを目的とする「リベラルアーツ科目」、「スポーツ

科目」「外国語科目」「情報科目」区分からなる「全学オープン科目」区分を設け、豊

かな教養を身につけることができる教育課程を編成することにより、幅広い教養と、

政治・政策分野の専門的な知識能力とともに、政治、経済の各分野を広く俯瞰し、政

治・政策分野における豊かな専門的知識・理論に裏打ちされた実学的・実践的視点を

もった人材養成を一層推進する体制整備を図った。 

 

○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

「共通基礎科目」区分を廃し、大学生に求められる知識・能力を身につけることを

目的とする「ベーススキル科目」区分、人文科学・自然科学分野にわたる幅広い知識

を身につけることを身につけることを目的とする「リベラルアーツ科目」、「スポーツ

科目」「外国語科目」「情報科目」区分からなる「全学オープン科目」区分を設け、豊

かな教養を身につけることができる教育課程を編成することにより、幅広い教養と、

経済経営分野の専門的な知識能力とともに、政治、経済の各分野を広く俯瞰し、政治・

政策分野における豊かな専門的知識・理論に裏打ちされた実学的・実践的視点をもっ

た人材養成を一層推進する体制整備を図った。 

 

○ 社会学部 社会学科 

 

「共通基礎科目」区分を廃し、大学生に求められる知識・能力を身につけることを

目的とする「ベーススキル科目」区分、人文科学・自然科学分野にわたる幅広い知識

を身につけることを身につけることを目的とする「リベラルアーツ科目」、「スポーツ

科目」「外国語科目」「情報科目」区分からなる「全学オープン科目」区分を設け、豊
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かな教養を身につけることができる教育課程を編成することにより、幅広い教養と、

社会学に関する理論、知識を活かし、社会が抱える課題の解決に意欲的に取り組み、

社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材養成を一層推進する体制整備を図

った。 

また、前述の「社会文化学コース」の開設に伴い、「専門教育科目」区分に「社会文

化学」区分を設けることで、本学部学科の専門の学びの拡充を図った。 

 

 （２）教育方法及び履修指導方法の変更内容 

 

○ 政治経済学部 

 

  ＜政治・政策学科＞ 

 

本学部学科に在籍する学生の教育、履修指導は、各専攻各学年の担任教員が担当し、 

大学生活や履修の進め方、留学、進学等の全般に関する相談、指導にあたる。 

また、入学時に実施するオリエンテーション、個人面談において、履修のてびき、 

及び、授業の目的と内容、到達目標、各回の授業内容、使用する教科書・参考書、評 

価方法等を記載したシラバスを用いて、養成する人材像、教育課程の編成、入学前修 

得単位の単位数の考え方、卒業要件、大学生活等について説明を行うとともに、ポー 

タルサイトを活用し、学生が円滑に履修計画を策定できる体制を整備する。 

 

  ＜経済経営学科＞ 

 

本学部学科に在籍する学生の教育、履修指導は、各専攻各学年の担任教員が担当し、 

大学生活や履修の進め方、留学、進学等の全般に関する相談、指導にあたる。 

また、入学時に実施するオリエンテーション、個人面談において、履修のてびき、 

及び、授業の目的と内容、到達目標、各回の授業内容、使用する教科書・参考書、評 

価方法等を記載したシラバスを用いて、養成する人材像、教育課程の編成、入学前修 

得単位の単位数の考え方、卒業要件、大学生活等について説明を行うとともに、ポー 

タルサイトを活用し、学生が円滑に履修計画を策定できる体制を整備する。 

 

○ 社会学部 

 

  ＜社会学科＞ 

 

本学部学科に在籍する学生の教育、履修指導は、各専攻各学年の担任教員が担当し、 

大学生活や履修の進め方、留学、進学等の全般に関する相談、指導にあたる。 
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また、入学時に実施するオリエンテーション、個人面談において、履修のてびき、 

及び、授業の目的と内容、到達目標、各回の授業内容、使用する教科書・参考書、評 

価方法等を記載したシラバスを用いて、養成する人材像、教育課程の編成、入学前修 

得単位の単位数の考え方、卒業要件、大学生活等について説明を行うとともに、ポー 

タルサイトを活用し、学生が円滑に履修計画を策定できる体制を整備する。 

 

 

 （３）教員組織の変更内容 

 

○ 政治経済学部 

 

  ＜政治・政策学科＞ 

 

本学部学科の現在の教員組織は、収容定員 240人に対して基幹教員 12人（うち教授

9人）と必要基幹教員数 12人（うち教授 6人）を満たす教員を配置しており、必要基

幹教員数における ST比率 20.0に対して 20.0の教員配置状況にある。 

変更後は、収容定員 260人に対する必要基幹教員数 12人（うち教授 6人）を満たす

基幹教員 12人（うち教授 10人）を配置する計画をしており（必要基幹教員数におけ

る ST比率 21.7に対して 21.7）、教育研究の質は十分維持できるものと考える。 

  

＜経済経営学科＞ 

 

本学部学科の現在の教員組織は、収容定員 480人に対して基幹教員 10人（うち教授

6人）と必要基幹教員数 10人（うち教授 5人）を満たす教員を配置しており、必要基

幹教員数における ST比率 48.0に対して 48.0の教員配置状況にある。 

変更後は、収容定員 600人に対する必要基幹教員数 10人（うち教授 5人）を満たす

基幹教員数 11人（うち教授 8人）を配置する計画をしており（必要基幹教員数におけ

る ST比率 60.0に対して 54.5）、教育研究の質は十分維持できるものと考える。 

 

○ 社会学部 

 

＜社会学科＞ 

 

本学部学科の現在の教員組織は、収容定員 800人に対して基幹教員 23人（うち教授

11 人）と必要基幹教員数 14 人（うち教授 7 人）を超える教員を配置しており、必要

基幹教員数における ST比率 57.1に対して 34.8の教員配置状況にある。 

変更後は、収容定員 1,040人に対する必要基幹教員数 16人（うち教授 8人）を満た
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す基幹教員数 24人（うち教授 12人）を配置する計画をしており（必要基幹教員数に

おける ST比率 65.0に対して 43.3）、教育研究の質は十分維持できるものと考える。 

 

 （４）大学全体の施設・設備の変更内容 

 

この度の各学部学科の収容定員変更に伴い、Ｆ棟３・４階増設整備工事、設備備品

整備を行い、各学部学科の教育研究が円滑、効果的に展開される体制の整備を図る。 

 

○ 政治経済学部 

 

  ＜政治・政策学科＞ 

 

この度の本学部学科の収容定員増に対応し、Ｆ棟３・４階増設整備工事を行い、３

階に、政治経済学部の教員フロア、政治経済学部専用の演習室３Ａ～３Ｅ（各約 67.34

㎡）を整備するとともに、政治経済学部、社会学部及び情報学部で共通使用可能な３

階大講義室３Ａ（約 407.04㎡）、４階大講義室４Ａ（約 407.04㎡）を整備し、PBL形

式の教育研究の展開、収容定員 20人増に対応する教室施設の充実を図った。 

また、全学共用設備として、各棟の教室・講義室、学生スペースの机・椅子の増設、

及び、教務システムの増強等、収容定員増に対応した教育研究環境の整備を行う計画

であり、収容定員変更前と同等以上の施設・設備整備環境が担保されているものと考

える。 

 

  ＜経済経営学科＞ 

 

この度の本学部学科の収容定員増に対応し、Ｆ棟３・４階増設整備工事を行い、３

階に、政治経済学部の教員フロア、政治経済学部専用の演習室３Ａ～３Ｅ（各約 67.34

㎡）を整備するとともに、政治経済学部、社会学部及び情報学部で共通使用可能な３

階大講義室３Ａ（約 407.04㎡）、４階大講義室４Ａ（約 407.04㎡）を整備し、PBL形

式の教育研究の展開、収容定員 120人増に対応する教室施設の充実を図った。 

また、全学共用設備として、各棟の教室・講義室、学生スペースの机・椅子の増設、

及び、教務システムの増強等、収容定員増に対応した教育研究環境の整備を行う計画

であり、収容定員変更前と同等以上の施設・設備整備環境が担保されているものと考

える。 

 

○ 社会学部 
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  ＜社会学科＞ 

 

この度の本学部学科の収容定員増に対応し、主に社会学部が使用するＥ棟

（8,344.33㎡）に加え、Ｆ棟３・４階の増設整備工事を行い、政治経済学部、社会学

部及び情報学部で共通使用可能な３階大講義室３Ａ（約 407.04㎡）、４階大講義室４

Ａ（約 407.04㎡）を整備することで、社会学科全体を対象とする授業科目の展開に

対応する収容施設の環境整備を図った。 

また、全学共用設備として、各棟の教室・講義室、学生スペースの机・椅子の増設、

及び、教務システムの増強等、収容定員増に対応した教育研究環境の整備を行う計画

であり、収容定員変更前と同等以上の施設・設備整備環境が担保されているものと考

える。 
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政治学Ⅰ 1後 ○ 2 ○ 1

政治学Ⅱ 2前 ○ 2 ○ 1

日本国憲法特論 1後 2 ○ 1

国家論 2前 ○ 2 ○ 1

議会政治論 2後 2 ○ 1

政治体制論 2後 2 ○ 1

政治過程論 2前 2 ○ 1

比較政治学 3後・4後 2 ○ 1

政党政治論 3前・4前 2 ○ 1

政治思想史 2後 2 ○ 1

政治哲学 3前・4前 2 ○ 1

日本政治史 2前 ○ 2 ○ 1

欧米政治史 3前・4前 2 ○ 1

アジア政治史 3前・4前 2 ○ 1

国際政治学 2後 2 ○ 1

日本の政治と外交 3後・4後 2 ○ 1

平和安全保障論 3前・4前 2 ○ 1

国際機関論 3前・4前 2 ○ 1

ＮＰＯ／ＮＧＯ論 3後・4後 2 ○ 1

発展途上国論 3後・4後 2 ○ 1

マスメディア論Ⅰ 2後 2 ○ 1

マスメディア論Ⅱ 3後 2 ○ 1

政治学実践演習Ⅰ 2後 2 ○ 1

政治学実践演習Ⅱ 3前 2 ○ 1

政策学概論 1前 ○ 2 ○ 1

行政学 1後 ○ 2 ○ 1

公共政策学 2前 ○ 2 ○ 1

地方自治論 2後 ○ 2 ○ 1

政策評価論 3前・4前 2 ○ 1

公務員論 3前・4前 2 ○ 1

都市・地域政策 2後 2 ○ 1

自治体経営論 3前・4前 2 ○ 1

地方財政論 3後・4後 2 ○ 1

社会保障論 2後 2 ○ 1

環境政策論 3後・4後 2 ○ 1

経済政策論 3前・4前 2 ○ 1

金融政策論 3前・4前 2 ○ 1

福祉行政と人権 2前 2 ○ 1

社会政策 3後・4後 2 ○ 1

行政法 2前 2 ○ 1

地方自治法 2前 2 ○ 1

労働法 3後・4後 2 ○ 1

行政学特論 2後 2 ○ 1

公共政策学実践演習Ⅰ 2後 2 ○ 1

公共政策学実践演習Ⅱ 3前 2 ○ 1

ミクロ経済学 1後 2 ○ 1

マクロ経済学 1後 2 ○ 1

基礎統計学 2前 2 ○ 1

ゲーム理論 2前 2 ○ 1

経済分析Ⅰ 2後 2 ○ 1

経済統計学 2後 2 ○ 1

経済史 2前 2 ○ 1

産業組織論 2後 2 ○ 1

経済地理学 2前 2 ○ 1

国際経済学 2後 2 ○ 1

財政学 2前 2 ○ 1

金融論 2後 2 ○ 1

経済学演習 1後 2 ○ 1

統計学演習 2後 2 ○ 1

経営戦略論 2前 2 ○ 1

経営組織論 2後 2 ○ 1

経営管理論 2後 2 ○ 1

経営情報論 2後 2 ○ 1

流通経済論 2前 2 ○ 1

企業統治論 2後 2 ○ 1

マーケティング論 2前 2 ○ 1

中小企業論 2後 2 ○ 1

事業創造承継論 2後 2 ○ 1

簿記Ⅰ 1前 2 ○ 1

簿記Ⅱ 1後 2 ○ 1
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会計学基礎 2前 2 ○ 1

原価計算論 2前 2 ○ 1

財務会計論 2後 2 ○ 1

税務会計論 3後・4後 2 ○ 1

民法 2後 2 ○ 1

税法 2前 2 ○ 1

会社法 2前 2 ○ 1

経済法 2前 2 ○ 1

国際法 2後 2 ○ 1

産業社会学 2前 2 ○ 1

社会心理学 2前 2 ○ 1

社会調査論 2前 2 ○ 1

現代情報法 2後 2 ○ 1

情報と法の倫理／情報セキュリティ 2後 2 ○ 1

知的財産権 2前 2 ○ 1

基礎演習Ⅰ 1通 2 ○ 1 1

基礎演習Ⅱ 2通 2 ○ 1 1

キャリア・ガイダンスⅠ 1通 2 ○ 2

キャリア・ガイダンスⅡ 2通 2 ○ 2

キャリア・ガイダンスⅢ 3通 2 ○ 2

キャリア・ガイダンスⅣ 4通 2 ○ 2

キャリア研究Ⅰ 1通 2 ○ 2

キャリア研究Ⅱ 2通 2 ○ 2

キャリア・ボランティア実践 1通 2 ○ 2

卒業論文Ⅰ 3通 4 ○ 10 1 1

卒業論文Ⅱ 4通 4 ○ 10 1 1

－ － 41 243 － 10 1 1 49

日本史概論 2前 2 ○ 1

外国史概論 2前 2 ○ 1

倫理学入門 1234前 2 ○ 1

宗教と社会 2・3前 2 ○ 1

中等教科教育法（社会）Ⅰ 2前 2 ○ 1

中等教科教育法（社会）Ⅱ 2前 2 ○ 1

中等教科教育法（公民）Ⅰ 2後 2 ○ 1

中等教科教育法（公民）Ⅱ 2後 2 ○ 1

教育基礎論 2前 2 ○ 1

教師論 2前 2 ○ 1

教育心理学 2後 2 ○ 1

教育制度論 3後 2 ○ 1

教育課程論 2前 2 ○ 1

特別支援教育 3・4前 1 ○ 1

道徳理論と指導法 3・4前 2 ○ 1

特別活動及び総合的な学習の時間の指導法 3前 2 ○ 1

教育の方法技術 3後 2 ○ 1

生徒・進路指導論 3・4前 2 ○ 1

教育相談 2後 2 ○ 1

学級経営 2前 2 ○ 1

中等教育実習事前事後指導 4前 1 ○ 4 1

中等教育実習Ⅰ 4後 2 ○ 4 1

中等教育実習Ⅱ 4後 2 ○ 4 1

教職実践演習（中・高） 4後 2 ○ 4 1

卒 業 ・ 修 了 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業の標準時間 90分

合計（128科目） －

学位又は称号 学士（政治・政策学） 学位又は学科の分野 法学関係

自
由
選
択
科
目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
専
門
教
育
科
目

関
連
分
野
科
目

基
礎

演
習

科
目

卒
業

論
文

専
門
科
目

実
践
演
習
科
目

以下のすべてを満たし、124単位以上修得すること。

1.全学オープン科目

必修17単位（外国人留学生は日本語Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳを加え25単位）を修得すること。

2．専門教育科目

(1)専門科目

①政治学専攻選択者は、政治分野科目の選択科目から、「政治学Ⅰ」「政治学Ⅱ」「日

本政治史」「日本国憲法特論」を含み24単位以上、政策分野科目、関連分野科目から、

それぞれ8単位以上修得すること。

②政策学専攻選択者は、政策分野科目の選択科目から、「政策学概論」「行政学」「公

共政策学」「地方自治論」を含み24単位以上、政治分野科目、関連分野科目から、それ

ぞれ8単位以上修得すること。

(2)基礎演習科目 必修4単位を修得すること。

(3)実践演習科目 必修12単位を修得すること。

(4)卒業論文 必修8単位を修得すること。

- 学則変更の趣旨等（資料） -3-
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1234後 2 ○ 1

リーダーシップとコミュニケーション 1234後 2 ○ 1

プレゼンテーションと発信力 1234前 2 ○ 1

大学生のための金融リテラシー 1234後 2 ○ 1

言葉と文学 1234前 2 ○ 1

くらしと芸術 1234前 2 ○ 2

心理学概論 1234前 2 ○ 1

哲学基礎（哲学概論） 1234後 2 ○ 1

倫理学基礎 1234前 2 ○ 1

人間関係論 1234後 2 ○ 1

生活文化論（生活文化概論） 1234前 2 ○ 1

日本国憲法 1234前 ○ 2 ○ 1

法律学基礎（法学概論） 1前 ○ 2 ○ 1

政治学基礎（政治学入門） 1後 ○ 2 ○ 1

国際関係論 1234後 2 ○ 1

経済学基礎 1前 ○ 2 ○ 1

経営学基礎 1前 ○ 2 ○ 1

現代社会学 1234後 2 ○ 1

くらしと人権・福祉 1234後 2 ○ 1

地理学 1234後 2 ○ 1

近現代史 1234後 2 ○ 1

地球環境とSDGｓ（地球環境論） 1234後 2 ○ 1

科学史 1234後 2 ○ 1

基礎数学 1234前 2 ○ 1

基礎物理学 1234後 2 ○ 1

基礎化学 1234前 2 ○ 2

基礎生物学 1234前 2 ○ 1

健康科学（健康科学概論） 1234後 2 ○ 2

スポーツA 1前 1 ○ 1

スポーツB 1後 1 ○ 1

英語Ⅰ 1前 ○ 1 ○ 1

英語Ⅱ 1後 ○ 1 ○ 1

英語Ⅲ 2前 ○ 1 ○ 1

英語Ⅳ 2後 ○ 1 ○ 1

英語演習Ⅰ 1前 1 ○ 2

英語演習Ⅱ 1後 1 ○ 2

英語演習Ⅲ 2前 1 ○ 1

英語演習Ⅳ 2後 1 ○ 1

TOEFL英語Ⅰ 1234前 1 ○ 1

TOEFL英語Ⅱ 1234後 1 ○ 1

英会話Ⅰ 1234前 1 ○ 1

英会話Ⅱ 1234後 1 ○ 1

中国語Ⅰ 1234前 1 ○ 1

中国語Ⅱ 1234後 1 ○ 1

韓国語Ⅰ 1234前 1 ○ 1

韓国語Ⅱ 1234後 1 ○ 1

日本語Ⅰ 1前 2 ○ 4

日本語Ⅱ 1後 2 ○ 4

日本語Ⅲ 2前 2 ○ 4

日本語Ⅳ 2後 2 ○ 4

情報処理基礎 1前 1 ○ 1

2前 1 ○ 1

情報処理演習Ⅱ 2前 1 ○ 1

情報処理演習Ⅲ 2後 1 ○ 1

AI・データサイエンス入門 1後 2 ○ 1

全
学
オ
ー

プ
ン
科
目

スポーツ
科目

外
国
語
科
目

情
報
科
目

情報処理演習Ⅰ

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（政治経済学部　経済経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
主要授
業科目

単位数 授業形態 基幹教員等の配置

備考

ベ
ー

ス

ス
キ
ル

科
目

論理的思考と表現力

リ
ベ
ラ
ル
ア
ー

ツ
科
目
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マクロ経済学 1後 ○ 2 ○ 1

ミクロ経済学 1後 ○ 2 ○ 1

経済学演習 1後 ○ 2 ○ 1 1

基礎統計学 2前 ○ 2 ○ 1

統計学演習 2後 2 ○ 1

ゲーム理論 2前 2 ○ 1

経済統計学 2後 2 ○ 1

経済史 2前 2 ○ 1

経済分析Ⅰ 2後 2 ○ 1

経済分析Ⅱ 3前・4前 2 ○ 1

財政学 2前 2 ○ 1

産業組織論 2後 2 ○ 1

国際経済学 2後 2 ○ 1

経済地理学 2前 2 ○ 1

計量経済学 3前・4前 2 ○ 1

公共経済学 3後・4後 2 ○ 1

アジア経済論 3後・4後 2 ○ 1

欧米経済論 3前・4前 2 ○ 1

国際貿易・流通論 3前・4前 2 ○ 1

労働経済学 3後・4後 2 ○ 1

環境経済学 3前・4前 2 ○ 1

農業経済学 3前・4前 2 ○ 1

経済政策論 3前・4前 2 ○ 1

金融論 2後 2 ○ 1

金融政策論 3前・4前 2 ○ 1

ファイナンス 3前・4前 2 ○ 1

国際金融論 3後・4後 2 ○ 1

証券市場論 3後・4後 2 ○ 1

銀行論 3前・4前 2 ○ 1

マーケティング論 2前 2 ○ 1

経営戦略論 2前 ○ 2 ○ 1

経営分析論 2後 2 ○ 1

経営情報論 2前 2 ○ 1

経営組織論 2前 ○ 2 ○ 1

経営管理論 2後 2 ○ 1

企業統治論 2後 2 ○ 1

中小企業論 2後 2 ○ 1

流通経済論 2前 2 ○ 1

市場調査論 3前・4前 2 ○ 1

生産管理論 3後・4後 2 ○ 1

人的資源管理論 3後・4後 2 ○ 1

事業創造・承継論 2前 2 ○ 1

リスクマネジメント論 3後・4後 2 ○ 1

観光産業論 3前・4前 2 ○ 1

地域産業論 3前・4前 2 ○ 1

簿記Ⅰ 1前 ○ 2 ○ 1

簿記Ⅱ 1後 2 ○ 1

会計学基礎 2前 ○ 2 ○ 1

原価計算論 2前 2 ○ 1

財務会計論 2後 2 ○ 1

管理会計論 3前・4前 2 ○ 1

会計監査論 3後・4後 2 ○ 1

税務会計論 3後・4後 2 ○ 1

ビジネス倫理 3後・4後 2 ○ 1

事業創造実践演習Ⅰ 2後 2 ○ 1

事業創造実践演習Ⅱ 3前 2 ○ 1

民法 2後 2 ○ 1

税法 2前 2 ○ 1

会社法 2前 2 ○ 1

行政法 2前 2 ○ 1

地方自治法 2前 2 ○ 1

経済法 2前 2 ○ 1

国際法 2後 2 ○ 1

現代情報法 2後 2 ○ 1

情報と法の倫理／情報セキュリティ 2後 2 ○ 1

知的財産権 2前 2 ○ 1

政治学Ⅰ 1後 2 ○ 1

専
門
教
育
科
目

専
門
科
目

経
済
分
野
科
目

経
営
分
野
科
目

関
連
分
野
科
目
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政治学Ⅱ 2前 2 ○ 1

日本政治史 2前 2 ○ 1

日本国憲法特論 1後 2 ○ 1

国家論 2前 2 ○ 1

議会政治論 2後 2 ○ 1

政治体制論 2後 2 ○ 1

政治過程論 2前 2 ○ 1

政治思想史 2後 2 ○ 1

国際政治学 2後 2 ○ 1

マスメディア論Ⅰ 2後 2 ○ 1

政策学概論 1前 2 ○ 1

行政学 1後 2 ○ 1

地方自治論 2後 2 ○ 1

公共政策学 2前 2 ○ 1

都市・地域政策 2後 2 ○ 1

行政学特論 2後 2 ○ 1

福祉行政と人権 2前 2 ○ 1

社会保障論 2後 2 ○ 1

産業社会学 2前 2 ○ 1

社会心理学 2前 2 ○ 1

社会調査論 2前 2 ○ 1

基礎演習Ⅰ 1通 2 ○ 2 1

基礎演習Ⅱ 2通 2 ○ 2 1

キャリア・ガイダンスⅠ 1通 2 ○ 2 1

キャリア・ガイダンスⅡ 2通 2 ○ 2 1

キャリア・ガイダンスⅢ 3通 2 ○ 2 1

キャリア・ガイダンスⅣ 4通 2 ○ 1 1

キャリア研究Ⅰ 1通 2 ○ 2 1

キャリア研究Ⅱ 2通 2 ○ 2 1

キャリア・ボランティア実践 1通 2 ○ 1

卒業論文Ⅰ 3通 4 ○ 2 1

卒業論文Ⅱ 4通 4 ○ 1 1

－ － 41 249 - 8 2 1 0 0 50

日本史概論 2前 2 ○ 1

外国史概論 2前 2 ○ 1

倫理学入門 1234前 2 ○ 1

宗教と社会 2・3前 2 ○ 1

中等教科教育法（社会）Ⅰ 2前 2 ○ 1

中等教科教育法（社会）Ⅱ 2前 2 ○ 1

中等教科教育法（公民）Ⅰ 2後 2 ○ 1

中等教科教育法（公民）Ⅱ 2後 2 ○ 1

教育基礎論 2前 2 ○ 1

教師論 2前 2 ○ 1

教育心理学 2後 2 ○ 1

教育制度論 3後 2 ○ 1

教育課程論 2前 2 ○ 1

特別支援教育 3・4前 1 ○ 1

道徳理論と指導法 3・4前 2 ○ 1

特別活動及び総合的な学習の時間の指導法 3前 2 ○ 1

教育の方法技術 3後 2 ○ 1

生徒・進路指導論 3・4前 2 ○ 1

教育相談 2後 2 ○ 1

学級経営 2前 2 ○ 1

中等教育実習事前事後指導 4前 1 ○ 4 1

中等教育実習Ⅰ 4後 2 ○ 4 1

中等教育実習Ⅱ 4後 2 ○ 4 1

教職実践演習（中・高） 4後 2 ○ 4 1

合計（128科目） －

自
由
選
択
科
目

専
門
教
育
科
目

専
門
科
目

関
連
分
野
科
目

基礎演
習科目

卒業論
文

実践演
習科目
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卒 業 ・ 修 了 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業の標準時間 90分

学位又は称号 学士（経済経営学） 学位又は学科の分野 経済学関係

以下のすべてを満たし、124単位以上修得すること。

1.全学オープン科目

必修17単位（外国人留学生は日本語Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳを加え25単位）を修得すること。

2.専門教育科目

(1)専門科目

①経済学専攻選択者は、経済分野科目の選択科目から、「ミクロ経済学」「マクロ経済

学」「経済学演習」「基礎統計学」を含み24単位以上、経営分野科目、関連分野科目から、

それぞれ8単位以上修得すること。

②経営学専攻選択者は、経営分野科目の選択科目から、「簿記Ⅰ」「会計学基礎」「マー

ケティング論」「経営戦略論」を含み24単位以上、経済分野科目、関連分野科目から、そ

れぞれ8単位以上修得すること。

(2)基礎演習科目 必修4単位を修得すること。

(3)実践演習科目 必修12単位を修得すること。

(4)卒業論文 必修8単位を修得すること。

※専門教育科目合計56単位

(履修科目の登録の上限：43単位／年間)

- 学則変更の趣旨等（資料） -7-
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1234後 2 ○ 1

リーダーシップとコミュニケーション力 1234後 2 ○ 1

プレゼンテーションと発信力 1234後 2 ○ 1

大学生のための金融リテラシー 1234後 2 ○ 1

哲学基礎 1234後 2 ○ 1

くらしと芸術 1234前 2 ○ 1

言葉と文学 1234前 2 ○ 1

倫理学基礎 1234前 2 ○ 1

人間関係論 1234後 2 ○ 1

近現代史 1234後 2 ○ 1

地理学 1234後 2 ○ 1

生活文化論 1234前 2 ○ 1

日本国憲法 1234前 2 ○ 1

法律学基礎 1234後 2 ○ 1

政治学基礎 1234後 2 ○ 1

国際関係論 1234前 2 ○ 1

経済学基礎 1234前 2 ○ 1

現代社会論 1234後 2 ○ 1

くらしと人権・福祉 1234後 2 ○ 1

心理学概論 1234前 2 ○ 1

地球環境とSDGs 1234後 2 ○ 1

基礎数学 1234前 2 ○ 1

科学史 1234後 2 ○ 1

基礎物理学 1234後 2 ○ 1

基礎化学 1234前 2 ○ 1

基礎生物学 1234前 2 ○ 1

健康科学 1234後 2 ○ 1

スポーツ 1234後 1 ○ 1

英語Ⅰ 1前 1 ○ 1

英語Ⅱ 1後 1 ○ 1

英語Ⅲ 2前 1 ○ 1

英語Ⅳ 2後 1 ○ 1

英語演習Ⅰ 1前 1 ○ 1

英語演習Ⅱ 1後 1 ○ 1

英語演習Ⅲ 2前 1 ○ 1

英語演習Ⅳ 2後 1 ○ 1

TOEFL英語Ⅰ 1234前 1 ○ 1

TOEFL英語Ⅱ 1234後 1 ○ 1

英会話Ⅰ 1234前 1 ○ 1

英会話Ⅱ 1234後 1 ○ 1

中国語Ⅰ 1234前 2 ○ 1

中国語Ⅱ 1234後 2 ○ 1

韓国語Ⅰ 1234前 2 ○ 1

韓国語Ⅱ 1234後 2 ○ 1

日本語Ⅰ 1前 2 ○ 1 2

日本語Ⅱ 1後 2 ○ 1 2

日本語Ⅲ 2前 2 ○ 1 2

日本語Ⅳ 2後 2 ○ 1 2

情報処理基礎 1前 1 ○ 2

1234前 1 ○ 1

情報処理演習Ⅱ 1234前 1 ○ 1

情報処理演習Ⅲ 1234後 1 ○ 1

AI・データサイエンス入門 1前 2 ○ 1

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（社会学部 社会学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
主要授
業科目

単位数 授業形態 基幹教員等の配置

備考

全
学
オ
ー

プ
ン
科
目

ベ
ー

ス

ス
キ
ル

科
目

論理的思考と表現力

リ
ベ
ラ
ル
ア
ー

ツ
科
目

スポー
ツ科目

外
国
語
科
目

情
報
科
目

情報処理演習Ⅰ
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社会学入門Ⅰ 1前 ○ 2 ○ 1 1

社会学入門Ⅱ 1後 ○ 2 ○ 1 1

統計学入門 1後 2 ○ 2

社会調査入門 1前 ○ 2 ○ 3

データ分析 1前 2 ○ 1

社会調査方法論 1前 ○ 2 ○ 2

社会統計学 1後 2 ○ 1

量的調査法 1後 1 ○ 1

質的調査法 1後 1 ○ 1

社会調査実習 2通 2 ○ 2 1

現代社会学概論 2前 ○ 2 ○ 2

地域社会学 2・3前 2 ○ 1

地域社会学特論 2・3前 2 ○ 1

家族社会学 2・3後 2 ○ 1

産業社会学 2・3前 2 ○ 1

環境社会学 2・3前 2 ○ 1

教育社会学 2・3後 2 ○ 1

国際社会学 2・3後 2 ○ 1

国際社会学特論 2・3後 2 ○ 1

社会保障論 2・3前 2 ○ 1

社会問題論 2・3後 2 ○ 1

日本思想史 2・3前 2 ○ 1

グローバリゼーション論 3前 2 ○ 1 2

資源論 1・2・3前 2 ○ 1

宗教と社会 2・3前 2 ○ 1

ジェンダー論 2・3後 2 ○ 1

メディア社会学概論 2前 ○ 2 ○ 2

マス・コミュニケーション論 2・3前 2 ○ 1

ジャーナリズム論 2・3前 2 ○ 1

活字メディア論 2・3後 2 ○ 1

放送メディア論 2・3後 2 ○ 1

映像メディア論 2・3前 2 ○ 2

ソーシャルメディア論 3・4前 2 ○ 1

インターネットメディア論 3・4前 2 ○ 1

広告論 2・3後 2 ○ 1

映像コンテンツ論 3・4前 2 ○ 1

デジタルコンテンツ論 2・3前 2 ○ 1

メディア制作演習 2・3後 2 ○ 2

メディア産業論 2・3後 2 ○ 1

メディア環境論 2・3後 2 ○ 1

メディア史 2・3後 2 ○ 1

メディアの法と倫理 2・3後 2 ○ 1

社会心理学概論 2前 ○ 2 ○ 1

社会と個人 2・3後 2 ○ 1

動機づけの心理 2・3前 2 ○ 2

認知心理学 2・3前 2 ○ 1

知覚心理学 2・3前 2 ○ 1

生理心理学 2・3前 2 ○ 1

対人関係論 2・3後 2 ○ 1

犯罪心理学 2・3後 2 ○ 1

社会と集団 2・3後 2 ○ 2

意思決定の心理学 2・3後 2 ○ 1

行動科学 2・3後 2 ○ 1

経済心理学 2・3後 2 ○ 1

コミュニティ心理 2・3前 2 ○ 1

心理測定法 2・3前 2 ○ 1

心理学実験Ⅰ 2・3前 2 ○ 3

心理学実験Ⅱ 2・3後 2 ○ 3

社会文化学概論 2前 ○ 2 ○ 1

文芸論 2・3前 2 ○ 1

社会文化論 2・3前 ○

地域文化論 2・3後 2 ○ 1

大衆文化論 2・3後 2 ○ 1

メディア文化論 2・3前 2 ○ 1

メディア文化論特論 2・3前 2 ○ 1

観光学概論 2・3後 2 ○ 1

日本文化論 2・3前 2 ○ 1

専
門
教
育
科
目

基
盤
科
目

専
門
科
目

現
代
社
会
学
分
野

メ
デ
ィ

ア
社
会
学
分
野

社
会
心
理
学
分
野

　
　
社
会
文
化
学
分
野
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文化人類学 2・3前 2 ○ 1

民俗学 2・3前 2 ○ 1

日本の伝統文化 2・3前 2 ○ 1

日本の美術・芸術 2・3後 2 ○ 1

日本の音楽・芸能 2・3後 2 ○ 1

サブカルチャー論 2・3後 2 ○ 1

アニメ・マンガ論 2・3後 2 ○ 1

生涯学習概論 1・2・3前 2 ○ 1

自然地理学概論 2前 2 ○ 1

人文地理学概論 2前 2 ○ 1

地誌学概論 2前 2 ○ 1

日本史概論 2前 2 ○ 1

外国史概論 2前 2 ○ 1

政治学概論 2前 2 ○ 1

経済学概論 2前 2 ○ 1

人文地理学 2・3後 2 ○ 1

自然地理学 2・3後 2 ○ 1

地誌学 2・3後 2 ○ 1

日本史 2・3後 2 ○ 1

外国史 2・3前 2 ○ 1

政治学 2・3前 2 ○ 1

経済学原論 2・3後 2 ○ 1

地域研究 2・3後 2 ○ 1

人間と暮らし 2・3後 2 ○ 1 1

メディアリテラシー 2・3後 2 ○ 1

スポーツとメディア 3・4前 2 ○ 1

報道の現場 3・4前 2 ○ 1

都市と空間 3・4後 2 ○ 1

芸術社会論 3・4後 2 ○ 1

キャリアボランティア実践 1・2・3通 2 ○ 1

キャリアデザインⅠ 1前 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅡ 1後 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅢ 2前 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅣ 2後 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅤ 3前 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅥ 3後 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅦ 4前 1 ○ 4 2

キャリアデザインⅧ 4後 1 ○ 4 2

基礎演習Ⅰ 1前 ○ 1 ○ 3 3

基礎演習Ⅱ 1後 ○ 1 ○ 3 3

専門演習Ⅰ 2前 ○ 1 ○ 3 3

専門演習Ⅱ 2後 ○ 1 ○ 3 3

専門演習Ⅲ 3前 ○ 1 ○ 7 11 2

専門演習Ⅳ 3後 ○ 1 ○ 7 11 2

卒業研究 4通 ○ 4 ○ 7 11 2

－ － 63 234 - 12 10 2 40

中等教科教育法（社会）Ⅰ 2前 2 ○ 1

中等教科教育法（社会）Ⅱ 2前 2 ○ 1

中等教科教育法（地歴） 2後 2 ○ 1

中等教科教育法（公民） 2後 2 ○ 1

教育基礎論 2前 2 ○ 1

教師論 2前 2 ○ 1

教育心理学 2後 2 ○ 1

教育制度論 3後 2 ○ 1

教育課程論 2前 2 ○ 1

特別支援教育 3・4前 1 ○ 1

道徳理論と指導法 3・4前 2 ○ 1

特別活動及び総合的な学習の時間の指導法 3前 2 ○ 1

教育の方法技術 3後 2 ○ 1

生徒・進路指導論 3・4前 2 ○ 1

教育相談 2後 2 ○ 1

学級経営 2前 2 ○ 1

中等教育実習事前事後指導 4前 1 ○ 4 1

中等教育実習Ⅰ 4後 2 ○ 4 1

中等教育実習Ⅱ 4後 2 ○ 4 1

教職実践演習（中・高） 4後 2 ○ 4 1

学校経営と学校図書館 4前 2 ○ 1

専
門
教
育
科
目

専
門
科
目

　
　
社
会
文
化
学
分
野

関
連
科
目

キ
ャ

リ
ア
デ
ザ
イ
ン
科
目

基
礎
・
専
門
演
習

科
目

卒業研究

合計（128科目） －

 
 
 
 
自
由
選
択
科
目
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学校図書館メディアの構成 3・4前 2 ○ 1

学習指導と学校図書館 3・4前 2 ○ 1

読書と豊かな人間性 3後 2 ○ 1

情報メディアの活用 3後 2 ○ 1

図書館概論 3前 2 ○ 1

図書館情報技術論 3前 2 ○ 1

図書館制度・経営論 3前 2 ○ 1

図書館サービス概論 3後 2 ○ 1

情報サービス論 3後 2 ○ 1

児童サービス論 3後 2 ○ 1

情報サービス演習 3後 2 ○ 1

図書館情報資源概論 3前 2 ○ 1

情報資源組織論 3後 2 ○ 1

情報資源組織演習 3後 2 ○ 1

図書・図書館史 3・4前 1 ○ 1

図書館施設論 3・4後 1 ○ 1

博物館概論 3前 2 ○ 1

博物館経営論 3前 2 ○ 1

博物館資料論 3後 2 ○ 1

博物館資料保存論 3後 2 ○ 1

博物館展示論 4前 2 ○ 1

博物館教育論 3・4前 2 ○ 1

博物館情報・メディア論 3・4後 2 ○ 1

博物館実習 4通 3 ○ 1 1 1

 
 
 
 
自
由
選
択
科
目

学位又は称号 学士（社会学） 学位又は学科の分野 社会学・社会福祉学関係

卒 業 ・ 修 了 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

以下に掲げる基準を見たし、合計124単位以上修得することを卒業要件とする。

＜全学オープン科目＞
　・必修科目13単位を修得すること。
　・合計15単位以上修得すること。

＜専門教育科目＞
（基盤科目）
　・必修科目8単位を修得すること。
　・合計10単位以上修得すること。
（専門科目）
　・必修科目8単位を修得すること。
　・所属コースの専門分野の選択科目から20単位以上修得すること。
　・合計44単位以上修得すること。
（関連科目）
  ・必修科目14単位を修得すること。
（キャリアデザイン科目）
　・8単位修得すること。
（基礎・専門演習科目）
　・6単位修得すること。
（卒業研究）
　・4単位修得すること。

※ 履修科目の登録の上限は、年間45単位を上限とする。
　 ただし、免許・資格取得のために自由選択科目を履修する場合はこの限りでな
い。
※ 自由選択科目の修得単位数は卒業要件に含まない。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業の標準時間 90分

- 学則変更の趣旨等（資料） -11-



－学生の確保の見通し等（本文）-1- 
 

学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

 

目次 

 

 

（１）収容定員を増加する組織の概要             ・・・ p.2 

 

 

（２）人材需要の社会的な動向等               ・・・ p.3 

 

 

（３）学生確保の見通し                   ・・・ p.9 

 

 

（４）収容定員を増加する組織の定員設定の理由        ・・・ p.33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－学生の確保の見通し等（本文）-2- 
 

学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１）収容定員を増加する組織の概要 

 

 ① 収容定員を増加する組織の概要（名称、入学定員、収容定員、所在地） 

 

収容定員を増加する組織 
入学 

定員 

収容 

定員 

所在地 

（教育研究を行うキャン

パス） 

政治経済学部 政治・政策学科 65 260 

大阪府吹田市片山町 2

丁目 5 番 1 号 
政治経済学部 経済経営学科 150 600 

社会学部 社会学科 260 1,040 

 

② 収容定員を増加する組織の特色 

  

  ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

    本学部学科は、学部の特色である政治、経済の各領域を幅広い視野で見つめる人材の育

成を柱とし、以下の人材養成目標を掲げ教育実践にあることを特色としている。 

 

    (a) 政治・行政領域が社会の基本的枠組み、人々の暮らし、社会に大きな影響を与える

ものであることの重要性を認識し、明日を切り拓く実行力を備えた人材の養成 

    (b)  国・地域社会が抱える諸問題を深く洞察し、課題解決に適切に当たる政策的発想力、

実践力を備えた豊かな社会づくりに貢献する人材の養成 

   

 ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

    本学部学科は、学部の特色である政治、経済の各領域を幅広い視野で見つめる人材の育

成を柱とし、以下の人材養成目標を掲げ教育実践にあることを特色としている。 

 

    (a) 経済・流通システムの理論、歴史、政策等に関する知識を身につけ、国際的な視野

に立って豊かな社会、暮らしの構築に尽くす人材の養成 

    (b)  経営に関する幅広い知識を基礎に、将来の変化を機敏に読み解き、企業の中枢にお

いて経営管理、イノベーション、事業策定、商品開発等にあたる戦略的能力、リー

ダーシップに富んだ人材の養成 
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  ○ 社会学部 社会学科 

 

    本学部学科は、社会学に関する理論、知識を活かし、社会が抱える課題の解決に意欲

的に取り組み、社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材を育成することを教育

の柱にし、以下の人材養成目標を掲げ教育実践にあたっていることを特色としている。 

 

(a) 「現代社会学」に関する知識、能力を身につけ、複雑化、多様化が進む現代社会を

見つめ、そこに横たわる課題の解決に意欲的に取り組み、より良い社会の創造に貢

献しようとする意欲を備えた人材の養成 

    (b)  「メディア」に関する知識、能力を身につけ、その意義、役割を考察する学びを通

じて、情報があふれる現代社会の課題解決に意欲的に取り組み、便利さと安心が共

存する社会の実現に貢献しようとする意欲を備えた人材の養成 

    (c) 「社会」を形づくっている「人間」の行動、心理を分析、考察し、社会現象のメカニ

ズムを解明する「社会心理学」の知識、能力を身につけ、社会が抱える諸問題の解

決に意欲的に取り組み、他者を尊重する明るく温かい社会づくりに貢献しようとす

る意欲を備えた人材の養成 

 

（２）人材需要の社会的な動向等 

 

 ① 収容定員を増加する組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の分析  

   

○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

本学部学科で養成する人材需要の社会的動向について、一般社団法人日本経済団体連合

会は「新しい時代に対応した大学教育改革の推進-主体的な学修を通じた多様な人材の育成

に向けて」の中で、Society 5.0 において企業が求める能力・資質として、以下の 2 点をあ

げている。 

 

(1)Society5.0 人材には、リテラシー（数理的推論、データ分析力など）、論理的思考力と

規範的判断力、課題発見・解決能力、未来社会を構想・設計する力、高度専門職に必

要な知識・能力〔産学協議会における産学間合意〕 

(2)企業は多種多様な人材を求めつつ、特に期待する資質として、回答企業の約８割が「主

体性」「チームワーク・リーダーシップ・協調性」、４割近い企業が「学び続ける力」

を。特に期待する能力としては、「課題設定・解決能力」「論理的思考力」「創造力」 

 

これらの能力は、本学部学科が掲げる養成する人材像に合致するものであり、本学部学

科卒業生の人材動向をみると、令和 6 年(2024)年 3 月卒業生 39 人のうち、サービス業に

11 人（28.2％）、製造業に 7 人（17.9％）、情報通信業に 3 人（7.7％）、卸売業・小売業に
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3 人（7.7％）、金融業に 3 人（7.7％）等、サービス業、製造業、通信業等を中心に多業種

にわたって世に人材を輩出している状況にある。 

一方、我が国の労働市場では、少子高齢化・人口減少の下、景気は緩やかな回復基調に

あり、全国的、地域的に人手不足感が強まっている。全国的視点において、全業種の全国

的な人材動向を示す「一般職業紹介状況（厚生労働省）」をみると、その過去 5 年間の労働

市場の需給関係を反映する有効求人倍率は、令和 2 年の平均の有効求人倍率は 1.18 倍、

令和 3 年の平均の有効求人倍率は 1.13 倍、令和 4 年の平均の有効求人倍率は 1.28 倍、令

和 5 年の平均の有効求人倍率は 1.31 倍、令和 6 年の平均の有効求人倍率は 1.25 倍とな

り、人手不足感が強まっている傾向にある【資料１】。 

 また、地域的視点において、同様に全業種の人材の地域的な動向を示す「大阪労働市場

ニュース（厚生労働省）」をみると、その過去 5 年間の労働市場の需給関係を反映する有効

求人倍率は、令和 2 年の平均の有効求人倍率は 1.29 倍、令和 3 年の平均の有効求人倍率

は 1.13 倍、令和 4 年の平均の有効求人倍率は 1.23 倍、令和 5 年の平均の有効求人倍率は

1.30 倍、令和 6 年の平均の有効求人倍率は 1.21 倍となり、人手不足感が強まっている傾

向にある【資料２】。 

 以上の社会的、全国的、地域的動向から、本学部学科が養成する人材の需要は高いと考

える。 

 

○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

本学部学科で養成する人材需要の社会的動向について、一般社団法人日本経済団体連合

会は「新しい時代に対応した大学教育改革の推進-主体的な学修を通じた多様な人材の育成

に向けて」の中で、Society 5.0 において企業が求める能力・資質として、以下の 2 点をあ

げている。 

 

(1)Society5.0 人材には、リテラシー（数理的推論、データ分析力など）、論理的思考力と

規範的判断力、課題発見・解決能力、未来社会を構想・設計する力、高度専門職に必

要な知識・能力〔産学協議会における産学間合意〕 

(2)企業は多種多様な人材を求めつつ、特に期待する資質として、回答企業の約８割が「主

体性」「チームワーク・リーダーシップ・協調性」、４割近い企業が「学び続ける力」

を。特に期待する能力としては、「課題設定・解決能力」「論理的思考力」「創造力」 

 

これらの能力は、本学部学科が掲げる養成する人材像に合致するものであり、本学部学

科卒業生の人材動向をみると、令和 6 年(2024)年 3 月卒業生 82 人のうち、サービス業に

23 人（28.0％）、製造業に 14 人（17.0％）、卸売業・小売業に 10 人（12.2％）、金融業に

7 人（8.5％）、建設業に 6 人（7.3％）、情報通信業に 5 人（6.1％）等、サービス業、製造

業、卸売業・小売業等を中心に多業種にわたって世に人材を輩出している状況にある。 

一方、我が国の労働市場では、少子高齢化・人口減少の下、景気は緩やかな回復基調に

https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/jirei_toukei/sijo/_news_00001.html
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あり、全国的、地域的に人手不足感が強まっている。全国的視点において、全業種の全国

的な人材動向を示す「一般職業紹介状況（厚生労働省）」をみると、その過去 5 年間の労働

市場の需給関係を反映する有効求人倍率は、令和 2 年の平均の有効求人倍率は 1.18 倍、

令和 3 年の平均の有効求人倍率は 1.13 倍、令和 4 年の平均の有効求人倍率は 1.28 倍、令

和 5 年の平均の有効求人倍率は 1.31 倍、令和 6 年の平均の有効求人倍率は 1.25 倍とな

り、人手不足感が強まっている傾向にある【資料１】。 

また、地域的視点において、同様に全業種の人材の地域的な動向を示す「大阪労働市場

ニュース（厚生労働省）」をみると、その過去 5 年間の労働市場の需給関係を反映する有効

求人倍率は、令和 2 年の平均の有効求人倍率は 1.29 倍、令和 3 年の平均の有効求人倍率

は 1.13 倍、令和 4 年の平均の有効求人倍率は 1.23 倍、令和 5 年の平均の有効求人倍率は

1.30 倍、令和 6 年の平均の有効求人倍率は 1.21 倍となり、人手不足感が強まる傾向にあ

る【資料２】。  

以上の社会的、全国的、地域的動向から、本学部学科が養成する人材の需要は高いと考

える。 

 

○ 社会学部 社会学科 

 

本学部学科で養成する人材需要の社会的動向について、一般社団法人日本経済団体連合

会は「新しい時代に対応した大学教育改革の推進-主体的な学修を通じた多様な人材の育成

に向けて」の中で、Society 5.0 において企業が求める能力・資質として、以下の 2 点をあ

げている。 

 

(1)Society5.0 人材には、リテラシー（数理的推論、データ分析力など）、論理的思考力と

規範的判断力、課題発見・解決能力、未来社会を構想・設計する力、高度専門職に必

要な知識・能力〔産学協議会における産学間合意〕 

(2)企業は多種多様な人材を求めつつ、特に期待する資質として、回答企業の約８割が「主

体性」「チームワーク・リーダーシップ・協調性」、４割近い企業が「学び続ける力」

を。特に期待する能力としては、「課題設定・解決能力」「論理的思考力」「創造力」 

 

これらの能力は、本学部学科が掲げる養成する人材像に合致するものであり、本学部学

科卒業生の人材動向をみると、令和 7 年(2025)年 3 月卒業生 204 人（予定）のうち、サー

ビス業に 78 人（36.8％）、卸売業・小売業に 46 人（21.7％）、金融業に 19 人（9.1％）、情

報通信業に 13 人（6.1％）、不動産業に 12 人（5.7％）、となり、サービス業、卸売業・小

売業、金融業、情報通信業、不動産業等を中心に多業種にわたって世に人材を輩出してい

る状況にある。 

一方、我が国の労働市場では、少子高齢化・人口減少の下、景気は緩やかな回復基調に

あり、全国的、地域的に人手不足感が強まっている。全国的視点において、全業種の全国

的な人材動向を示す「一般職業紹介状況（厚生労働省）」をみると、その過去 5 年間の労働
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市場の需給関係を反映する有効求人倍率は、令和 2 年の平均の有効求人倍率は 1.18 倍、

令和 3 年の平均の有効求人倍率は 1.13 倍、令和 4 年の平均の有効求人倍率は 1.28 倍、令

和 5 年の平均の有効求人倍率は 1.31 倍、令和 6 年の平均の有効求人倍率は 1.25 倍とな

り、人手不足感が強まっている傾向にある【資料１】。 

また、地域的視点において、同様に全業種の人材の地域的な動向を示す「大阪労働市場

ニュース（厚生労働省）」をみると、その過去 5 年間の労働市場の需給関係を反映する有効

求人倍率は、令和 2 年の平均の有効求人倍率は 1.29 倍、令和 3 年の平均の有効求人倍率

は 1.13 倍、令和 4 年の平均の有効求人倍率は 1.23 倍、令和 5 年の平均の有効求人倍率は

1.30 倍、令和 6 年の平均の有効求人倍率は 1.21 倍となり、人手不足感が強まる傾向にあ

る【資料２】。 

以上の社会的、全国的、地域的動向から、本学部学科が養成する人材の需要は高いと考

える。 

 

  【資料１】一般職業紹介状況(令和 6 年分)について 

（厚生労働省職業安定局 一般職業紹介状況(職業安定業務統計)） 

  【資料２】大阪労働市場ニュース(令和 6 年分) 

（厚生労働省大阪労働局 労働市場データ） 

 

② 中長期的な１８歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析 

 

18 歳人口減少については、令和 5 年 9 月 25 日開催の中央教育審議会総会（第 137 回）会議

資料「18 歳人口と高等教育機関への進学率等の推移」【資料３】において、10 年後の令和 16

年には約 100 万人に、更にその５年後の令和 21 年には約 86 万人に急激に減少することが予

想されることが示されたが、その先においても近年の大幅な出生数減少傾向により、さらに減

少速度が速まるものと考えられる。 

 この 18 歳人口が毎年減少する厳しい状況の中、「大阪府」「兵庫県」の人口増減率をみると、

平成 25(2013)年度から令和 5(2023)年度の 10 年間の人口増減率が全国平均 97.72%のところ、

「大阪府」「兵庫県」は平均 97.83%、平成 30(2018)年度から令和 5(2023)年度の 5 年間の人口

増減率が、全国平均 98.34％のところ、「大阪府」「兵庫県」は平均 98.68％と、いずれも全国平

均に比べ高い数値を示している【資料４】。 

また、令和 5(2023)年度の都道府県別・年齢階層別人口統計データをみると、本学の主な募

集地域「大阪府」「兵庫県」の人口総数は 14,244 千人と、全国総人口 125,416 千人の 11.36%

を占めており、若年年齢階層の人口比率をみると、15～19 歳の年齢階層では、全国平均 4.46％

に対して、「大阪府」「兵庫県」の平均が 4.53％、10～14 歳の年齢階層では、全国平均 4.31％

に対して 4.34％、5～9 歳の年齢階層では、全国平均 4.03％に対して 4.02％、0～4 歳の年齢階

層では、全国平均 3.41%に対して 3.48%と、全国平均に比べ概ね高い数値を示している【資料

５】。 

更に、平成 24(2012)年度と令和 4(2022)年度の都道府県別・出生数対比データをみると、全
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国平均増減率 74.31%に対して、「大阪府」「兵庫県」の平均は 75.39％と高い数値を示しており、

全国的な傾向同様、「大阪府」「兵庫県」においても 18 歳人口減少の傾向は続くものの、全国と

比べると緩やかな傾向にあるといえる【資料６】。 

   

  【資料３】18 歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 

（中央教育審議会総会（第 137 回）会議資料） 

  【資料４】都道府県別 人口増減率（総務省統計局データより作成） 

【資料５】都道府県別 階層別人口データ 

（令和 5 年住民基本台帳年齢階級別人口（都道府県別）） 

【資料６】都道府県別 出生数対比データ 

（「人口動態調査」厚生労働省 人口動態・保健社会統計室データ） 

 

 ③ 収容定員を増加する組織の主な学生募集地域  

   

   本学のキャンパスは、京阪神都市圏の中心に位置する大阪府吹田市にあり、最寄駅は、京

阪神大都市圏を横断する JR京都線の「吹田駅」、大阪市を縦断する大阪メトロ堺筋線と相互

乗り入れをする阪急千里線の「吹田駅」で、各駅から徒歩 10分前後と交通至便の恵まれた立

地にあり、通学１時間圏内のエリアは、大阪府全域、兵庫県神戸市以東、京都市以南で、主

な学生募集地域は、「大阪府」「兵庫県」と考えている。 

   この両府県からの過去 3年間の平均入学者数（全体比率）をみると、政治経済学部政治・

政策学科が、大阪府 36人（62.6％）、兵庫県 8人（14.5％）、政治経済学部経済経営学科が、

大阪府 81人（66.0％）、兵庫県 13人（11.7％）、社会学部社会学科が、大阪府 145人（66.1％）、

兵庫県 35人（15.6％）と、全体の約 80％を占めている【資料７】。 

   また一方、2023 年度の学校基本調査における出身高校の所在地県別の入学者数の構成比

（上位 5 都道府県）をみると、大阪府が 49.3％、兵庫県が 13.1％となり全体の 62.4％を占

めている【別紙１】。両府県の本学の入学者比率は、学校基本調査よりも高い数値を示してお

り、「大阪府」「兵庫県」を主な募集地域として設定することは妥当であると考える。 

 

   【資料７】出身高校の所在地別入学者数データ 

【別紙１】収容定員を増加する組織が置かれる都道府県への入学状況 

（出身高校の所在地県別の入学者数の構成比（上位５都道府県）） 

 

 ④ 既設組織の定員充足の状況 

 

   本学の直近 5 年間の各学部学科の入試結果推移データをみると、まず、教育学部教育学科

の志願倍率は、実志願者数において、令和 2(2020)年度が 5.56 倍、令和 3(2021)年度が 5.06

倍、令和 4(2022)年度が 4.83 倍、令和 5(2023)年度が 3.62 倍、令和 6(2024)年度が 3.19 倍と

堅調に推移しており、入学定員充足率も、令和 2(2020)年度が 1.16、令和 3(2021)年度が 1.02、
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令和 4(2022)年度が 1.16、令和 5(2023)年度が 1.07、令和 6(2024)年度が 1.16 と定員充足を

続けている【別紙２－１】。 

次に、保健医療学部看護学科の志願倍率は、実志願者数において、令和 2(2020)年度が 5.71

倍、令和 3(2021)年度が 4.91 倍、令和 4(2022)年度が 6.16 倍、令和 5(2023)年度が 5.19 倍、

令和 6(2024)年度が 3.74 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、令和 2(2020)年度が

1.20、令和 3(2021)年度が 1.05、令和 4(2022)年度が 1.10、令和 5(2023)年度が 1.26、令和

6(2024)年度が 1.40 と定員充足を続けている【別紙２－２】。 

次に、保健医療学部総合リハビリテーション学科の志願倍率は、実志願者数において、令

和 2(2020)年度が 3.97 倍、令和 3(2021)年度が 3.42 倍、令和 4(2022)年度が 4.86 倍、令和

5(2023)年度が 5.45 倍、令和 6(2024)年度が 2.55 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率

も、令和 2(2020)年度が 1.16、令和 3(2021)年度が 1.05、令和 4(2022)年度が 1.02、令和 5(2023)

年度が 1.01、令和 6(2024)年度が 1.03 と定員充足を続けている【別紙２－３】。 

次に、政治経済学部政治・政策学科の志願倍率は、実志願者数において、令和 2(2020)年度

が 4.21 倍、令和 3(2021)年度が 4.57 倍、令和 4(2022)年度が 3.34 倍、令和 5(2023)年度が

3.00 倍、令和 6(2024)年度が 3.06 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、令和 2(2020)

年度が 1.08、令和 3(2021)年度が 1.15、令和 4(2022)年度が 1.03、令和 5(2023)年度が 1.07、

令和 6(2024)年度が 1.10 と定員充足を続けている【別紙２－４】。 

次に、政治経済学部経済経営学科の志願倍率は、実志願者数において、令和 2(2020)年度

が 4.67 倍、令和 3(2021)年度が 5.08 倍、令和 4(2022)年度が 3.57 倍、令和 5(2023)年度が

4.28 倍、令和 6(2024)年度が 4.37 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、令和 2(2020)

年度が 1.10、令和 3(2021)年度が 1.08、令和 4(2022)年度が 1.05、令和 5(2023)年度が 1.17、

令和 6(2024)年度が 1.17 と定員充足を続けている【別紙２－５】。 

次に、令和 6 年度開設の政治経済学部グローバルビジネス学科の志願倍率は、実志願者数

において 3.03 倍、入学定員充足率は 0.81 と、定員充足には至らなかった【別紙２－６】。 

これは、養成する人材像、ディプロマ・ポリシーから、本学部学科入学生の学力レベルを

一定の高さに保つため合否判定ラインを厳しく設定したこと、また、認可後の学生募集期間

が短く、十分に周知を図ることができなかったことが要因と考えている。 

本学部学科の入学生は、養成する人材像、ディプロマ・ポリシー、教育課程の観点から、

他学科の併願者でなく、本学部学科を第一志望とする入学生を旨とすべきと考えており、次

年度以降、一層、広報活動・学生活動に努め、高いレベルの入学生確保、定員充足を図りたい

と考えている。 

次に、令和 2(2020)年度開設の理工学部理工学科の志願倍率は、実志願者数において、令

和 2(2020)年度が 3.97 倍、令和 3(2021)年度が 2.26 倍、令和 4(2022)年度が 2.61 倍、令和

5(2023)年度が 2.31 倍、令和 6(2024)年度が 2.46 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率

も、令和 2(2020)年度が 1.13、令和 3(2021)年度が 1.02、令和 4(2022)年度が 1.11、令和 5(2023)

年度が 1.10、令和 6(2024)年度が 1.08 と定員充足を続けている【別紙２－７】。 

次に、令和 3(2021)年度開設の社会学部社会学科の志願倍率は、実志願者数において、令

和 3(2021)年度が 4.73 倍、令和 4(2022)年度が 5.27 倍、令和 5(2023)年度が 4.11 倍、令和
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6(2024)年度が 3.64 倍と堅調に推移しており、入学定員充足率も、令和 3(2021)年度が 1.09、

令和 4(2022)年度が 1.17、令和 5(2023)年度が 1.08、令和 6(2024)年度が 1.04 と定員充足を

続けている【別紙２－８】。 

最後に、令和 5（2023）年度開設の情報学部情報学科は、志願倍率は、実志願者数におい

て、令和 5(2023)年度が 2.94 倍、令和 6(2024)年度が 3.85 倍、入学定員充足率は、令和 5(2023)

年度が 1.28、令和 6(2024)年度が 0.91 であった【別紙２－９】。 

令和 5（2023）年度の入学定員の大幅超過については、開設初年度入試であり、歩留まり

設定が非常に難しかったことが要因と考えており、この結果を受けて、令和 6（2024）年度

は、高い歩留まり率を設定していたが、学校推薦型選抜（公募制）において志願者数が前年を

上回り、さらに歩留まり率設定を高めたところ、想定比率に至らず、入学定員を割り込む結果

となった。 

次年度以降は、過去の入試分析、併願校把握の取り組みを徹底し、歩留まり率設定の精度

を上げ、適正な入学者数確保に努めたい。 

 

【別紙２－１～２－９】各学部学科の既設学科等の入学定員・収容定員の充足状況（直近

５年間） 

 

（３）学生確保の見通し 

 

① 学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果  

 

  ア 既設組織における取組とその目標  

 

   ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

    

    ＜オープンキャンパス参加者数＞ 

 

     本学部学科における過去 3年間のオープンキャンパス参加者数・入学率データをみる

と、令和 4年度入試においては、受験対象参加者数 72人に対して 12人（入学率 16.0％）、

令和 5 年度入試においては、受験対象参加者数 115 人に対して 19 人（入学率 16.6％）、

令和 6年度入試においては、受験対象参加者数 136人に対して 22人が入学しており（入

学率 16.3％）、オープンキャンパスの受験対象参加者の入学率は堅調に推移している【別

紙３－１①】。 

 

【別紙３－１①】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

（政治経済学部 政治・政策学科のオープンキャンパス） 

 

 



－学生の確保の見通し等（本文）-10- 
 

    ＜資料請求者数＞ 

 

    本学部学科における過去 3 年間の資料請求者数・入学率データをみると、令和 4 年度

入試においては、受験対象請求者数 1,682 人に対して 32 人（入学率 1.9％）、令和 5 年

度入試においては、受験対象請求者数 3,499 人に対して 44 人（入学率 1.3％）、令和 6

年度入試においては、受験対象請求者数 4,480 人に対して 41 人が入学しており（入学

率 0.9％）、堅調に受験対象資料請求者数は増加している【別紙３－１②】。 

 

【別紙３－１②】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

（政治経済学部 政治・政策学科の資料請求者数） 

 

    ＜ホームページアクセス数＞ 

 

    本学部学科における過去 3 年間のホームページアクセス数データをみると、令和 4 年

度は 8,732 アクセス、令和 5 年度は 9,201 アクセス、令和 6 年度は 9,162 アクセス（令

和 7 年 2 月末現在）と順調に推移している【別紙３－１③】。 

 

【別紙３－１③】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

（政治経済学部 政治・政策学科のホームページアクセス数） 

 

   ○ 政治経済学部 経済経営学科 

    

    ＜オープンキャンパス参加者数＞ 

 

     本学部学科における過去 3年間のオープンキャンパス参加者数・入学率データをみる

と、令和4年度入試においては、受験対象参加者数252人に対して41人（入学率16.1％）、

令和 5 年度入試においては、受験対象参加者数 404 人に対して 68 人（入学率 16.8％）、

令和 6年度入試においては、受験対象参加者数 474人に対して 81人が入学しており（入

学率 17.1％）、オープンキャンパスの受験対象参加者の入学率は堅調に推移している【別

紙３－２①】。 

 

【別紙３－２①】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

（政治経済学部 経済経営学科のオープンキャンパス） 

 

   ＜資料請求者数＞ 

 

    本学部学科における過去 3 年間の資料請求者数・入学率データをみると、令和 4 年度

入試においては、受験対象請求者数 2,516 人に対して 58 人（入学率 2.3％）、令和 5 年
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度入試においては、受験対象請求者数 4,786 人に対して 120 人（入学率 2.5％）、令和 6

年度入試においては、受験対象請求者数 6,040 人に対して 111 人が入学しており（入学

率 1.8％）、受験対象資料請求者数、入学率とも堅調に推移している【別紙３－２②】。 

 

【別紙３－２②】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

（政治経済学部 経済経営学科の資料請求者数） 

 

＜ホームページアクセス数＞ 

 

    本学部学科における過去 3 年間のホームページアクセス数データをみると、令和 4 年

度は 10,996 アクセス、令和 5 年度は 15,944 アクセス、令和 6 年度は 16,477 アクセス

（令和 7 年 2 月末現在）と令和 6 年 12 月末現在ではあるが順調に推移している【別紙

３－２③】。 

 

【別紙３－２③】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

（政治経済学部 経済経営学科のホームページアクセス数） 

 

   ○ 社会学部 社会学科 

    

＜オープンキャンパス参加者数＞ 

 

     本学部学科における過去 3年間のオープンキャンパス参加者数・入学率データをみる

と、令和4年度入試においては、受験対象参加者数814人に対して138人（入学率17.0％）、

令和 5年度入試においては、受験対象参加者数 736人に対して 119人（入学率 16.2％）、

令和 6 年度入試においては、受験対象参加者数 675 人に対して 128 人が入学しており

（入学率 19.0％）、受験対象参加者数は微減傾向にあるが、オープンキャンパスの受験

対象参加者の入学率は堅調に推移している【別紙３－３①】。 

 

【別紙３－３①】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

（社会学部 社会学科のオープンキャンパス） 

 

＜資料請求者数＞ 

 

    本学部学科における過去 3 年間の資料請求者数・入学率データをみると、令和 4 年度

入試においては、受験対象請求者数 3,620 人に対して 180 人（入学率 5.0％）、令和 5 年

度入試においては、受験対象請求者数 5,757 人に対して 177 人（入学率 3.1％）、令和 6

年度入試においては、受験対象請求者数 6,670 人に対して 151 人が入学しており（入学

率 2.3％）、受験対象資料請求者数、入学率とも堅調に推移している【別紙３－３②】。 
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【別紙３－３②】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

（社会学部 社会学科の資料請求者数） 

 

＜ホームページアクセス数＞ 

 

    本学部学科における過去 3 年間のホームページアクセス数データをみると、令和 4 年

度は 22,476 アクセス、令和 5 年度は 23,759 アクセス、令和 6 年度は 23,601 アクセス

（令和 7 年 2 月末現在）と順調に推移している【別紙３－３③】。 

 

【別紙３－３③】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績 

（社会学部 社会学科のホームページアクセス数）   

 

  イ 収容定員を増加する組織における取組とその目標  

   

   ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

本学部学科における学生募集のための PR活動は、卒業生が有名企業就職や、国公立大

学大学院への合格を多数果たす等、高い進路実績をあげることを周知するための広報展

開を図ることにより、本学部学科全体の志願者数の拡充を図ることを基本方針とする。 

特に、オープンキャンパスにおいて、模擬講義や、在学生によるフリートークコーナ

ーに重点を置き、入学後の学び、学生生活へのイメージや、安心感を抱いて帰っていた

だく取り組みを展開し、オープンキャンパス参加者の満足度、受験率を上げることを広

報戦略の柱に据えている。 

広報展開は、ホームページ、大学案内配布、専用リーフレット、入試ガイド、各種広

報媒体による広報展開とともに、高等学校・塾予備校への訪問、説明会実施による広報

展開を年間通じて実施するとともに、6月から 12月の間、計 6回のオープンキャンパス

を開催し、年間を通じてキャンパス見学会を開催する計画である。 

以上の広報展開により、本学部学科の令和 7年度入試においては、オープンキャンパ

スの受験対象参加者数約 129人、受験対象資料請求者数約 3,781件、ホームページアク

セス数約 10,000アクセスの達成を目標とする【別紙３－１】。 

 

【別紙３－１】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

 

   ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

本学部学科における学生募集のための PR活動は、卒業生が有名企業就職や、国公立大

学大学院への合格を多数果たす等、高い進路実績をあげることを周知するための広報展

https://yamatodaigaku-my.sharepoint.com/:w:/g/personal/k_ueda_yamato-univ_jp/EVzZU3ziugtAqdL8C7l0hiUBIGimR2935CM6TAhIhR1YcA?e=sp1qUn&wdLOR=cD71DC50F-8B20-444D-B4C7-D2FDA30407BA
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開を図ることにより、本学部学科全体の志願者数の拡充を図ることを基本方針とする。 

特に、オープンキャンパスにおいて、模擬講義や、在学生によるフリートークコーナ

ーに重点を置き、入学後の学び、学生生活へのイメージや、安心感を抱いて帰っていた

だく取り組みを展開し、オープンキャンパス参加者の満足度、受験率を上げることを広

報戦略の柱に据えている。 

広報展開は、ホームページ、大学案内配布、専用リーフレット、入試ガイド、各種広

報媒体による広報展開とともに、高等学校・塾予備校への訪問、説明会実施による広報

展開を年間通じて実施するとともに、6月から 12月の間、計 6回のオープンキャンパス

を開催し、年間を通じてキャンパス見学会を開催する計画である。 

以上の広報展開により、本学部学科の令和 7年度入試においては、オープンキャンパ

スの受験対象参加者数約 523人、受験対象資料請求者数約 5,821件、ホームページアク

セス数約 18,700アクセスの達成を目標とする【別紙３－２】。 

 

【別紙３－２】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

 

   ○ 社会学部 社会学科 

 

本学部学科における学生募集のための PR活動は、完成年度を迎え、1期生の進路先が

有名企業就職や、国公立大学大学院への合格を多数果たす等、高い進路実績をあげるこ

とを周知するための広報展開を図ることにより、本学部学科全体の志願者数の拡充を図

ることを基本方針とする。 

特に、オープンキャンパスにおいて、模擬講義や、在学生によるフリートークコーナ

ーに重点を置き、入学後の学び、学生生活へのイメージや、安心感を抱いて帰っていた

だく取り組みを展開し、オープンキャンパス参加者の満足度、受験率を上げることを広

報戦略の柱に据えている。 

広報展開は、ホームページ、大学案内配布、専用リーフレット、入試ガイド、各種広

報媒体による広報展開とともに、高等学校・塾予備校への訪問、説明会実施による広報

展開を年間通じて実施するとともに、6月から 12月の間、計 6回のオープンキャンパス

を開催し、年間を通じてキャンパス見学会を開催する計画である。 

以上の広報展開により、本学部学科の令和 7年度入試においては、オープンキャンパ

スの受験対象参加者数約 964人、受験対象資料請求者数約 6,954件、ホームページアク

セス数約 24,000アクセスの達成を目標とする【別紙３－３】。 

 

【別紙３－３】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、収容定員を増加する組織での入学者の見込み数  
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   ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

前述の本学部学科における学生募集のための PR 活動を展開するとともに、オープン

キャンパスについては、過去 3年間の平均値の入学定員増加率（1.08倍）にあたる受験

対象参加者数約 129人を達成することによって、資料請求者数については、過去 3年間

の平均値の入学定員増加率（1.08倍）にあたる受験対象資料請求者数約 3,781人を達成

することによって、ホームページアクセス数については、過去 3年間の平均値の入学定

員増加率（1.08 倍）にあたる約 10,000 アクセスを達成することによって、入学定員を

充足している現行相当の志願者数、及び、入学定員 65人を十分確保できるものと見込ん

でいる【別紙３－１】。 

 

【別紙３－１】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

 

   ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

前述の本学部学科における学生募集のための PR 活動を展開するとともに、オープン

キャンパスについては、過去 3年間の平均値の入学定員増加率（1.25倍）にあたる受験

対象参加者数約 523人を達成することによって、資料請求者数については、過去 3年間

の平均値の入学定員増加率（1.25倍）にあたる受験対象資料請求者数約 5,821人を達成

することによって、ホームページアクセス数については、過去 3年間の平均値の入学定

員増加率（1.25 倍）にあたる約 18,700 アクセスを達成することによって、入学定員を

充足している現行相当の志願者数、及び、入学定員 150人を十分確保できるものと見込

んでいる【別紙３－２】。 

 

【別紙３－２】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 

 

   ○ 社会学部 社会学科 

 

前述の本学部学科における学生募集のための PR 活動を展開するとともに、オープン

キャンパスについては、過去 3年間の平均値の入学定員増加率（1.25倍）にあたる受験

対象参加者数約 964人を達成することによって、資料請求者数については、過去 3年間

の平均値の入学定員増加率（1.25倍）にあたる受験対象資料請求者数約 6,954人を達成

することによって、ホームページアクセス数については、過去 3年間の平均値の入学定

員増加率（1.25 倍）にあたる約 24,000 アクセスを達成することによって、入学定員を

充足している現行相当の志願者数、及び、入学定員 260人を十分確保できるものと見込

んでいる【別紙３－３】。 

 

【別紙３－３】 既設学科等の学生募集のための PR活動の過去の実績 
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 ② 競合校の状況分析（立地条件、養成人材、教育内容と方法の類似性と定員充足状況）  

    

   ア 競合校の選定理由と収容定員を増加する組織との比較分析、優位性  

    

○ 政治経済学部 政治・政策学科 

     

＜競合校＞ 

 

    関西大学政策創造学部・立命館大学政策科学部・近畿大学法学部 

 

   ＜競合校の選定理由＞ 

 

     上記の競合校は、同学校種、同学部系統分野の学部系統で、学科単位の定員規模

も概ね同規模である。所在地も、本学から半径 15km圏内又は同じ鉄道路線の沿線に

位置し、学力層においても同程度レベルであることから、競合校として選定した。 

 

     ＜競合校との比較分析＞ 

 

上記競合校と比較すると、まず、教育内容と方法の観点において、本学部学科は、

ディプロマ・ポリシーに掲げる『広い教養と倫理観の上に政治、経済の各分野を広

く俯瞰する視点を獲得し、さらに各分野における豊かな専門的知識・理論に裏打ち

された実学的・実践的視点』を身に付けることを教育目的の柱としており、学術文

化の向上と社会の発展に貢献することができる人材を養成するとともに、卒業後の

進路において、大企業・有名企業への就職指導に力点を置き、高い実就職率を導い

ている点で優位性があると考える。 

また、就職支援の観点において、本学部学科では、キャリアセンターを拠点に学

生への情報提供、指導展開しつつ、1 年次から 4 年次までクラス担任制を導入する

ことで、所属学生に対するきめ細かな進路指導を展開し、高い進路実績を上げてい

る点、また、大学院進学によりステップアップを図ることができる点においても優

位性があると考える。 

入試については、入試日程を同時期に設定するとともに、入学手続時期を調整す

ることにより、競合校と本学を併願する志願者の取り込みと、入学者レベルの向上

を図る取り組みを展開しており、学生納付金、奨学金制度、取得可能資格などの学

生支援においては、同程度の金額、内容の設定としている。 

 また、本学部学科では、グローバル人材に求められる情報に関する知識、英語力

向上を図るべく、情報、英語関連の資格取得の推進に精力的に取り組んでいる点に

おいても、優位性があるものと考える。 
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    以上の各点から、総合的に本学部学科は、競合校に対して優位性が高いと考える。 

 

○ 政治経済学部 経済経営学科 

     

＜競合校＞ 

 

    関西大学経済学部・立命館大学経営学部・近畿大学経営学部 

 

   ＜競合校の選定理由＞ 

 

     上記の競合校は、同学校種、同学部系統分野の学部系統で、学科単位の定員規模

も概ね同規模である。所在地も、本学から半径 15km圏内又は同じ鉄道路線の沿線に

位置し、学力層においても同程度レベルであることから、競合校として選定した。 

 

     ＜競合校との比較分析＞ 

 

上記競合校と比較すると、まず、教育内容と方法の観点において、本学部学科は、

ディプロマ・ポリシーに掲げる『広い教養と倫理観の上に政治、経済の各分野を広

く俯瞰する視点を獲得し、さらに各分野における豊かな専門的知識・理論に裏打ち

された実学的・実践的視点』を身に付けることを教育目的の柱としており、学術文

化の向上と社会の発展に貢献することができる人材を養成するとともに、卒業後の

進路において、大企業・有名企業への就職指導に力点を置き、高い実就職率を導い

ている点で優位性があると考える。 

また、就職支援の観点において、本学部学科では、キャリアセンターを拠点に学

生への情報提供、指導展開しつつ、1 年次から 4 年次までクラス担任制を導入する

ことで、所属学生に対するきめ細かな進路指導を展開し、高い進路実績を上げてい

る点、また、大学院進学によりステップアップを図ることができる点においても優

位性があると考える。 

入試については、入試日程を同時期に設定するとともに、入学手続時期を調整す

ることにより、競合校と本学を併願する志願者の取り込みと、入学者レベルの向上

を図る取り組みを展開しており、学生納付金、奨学金制度、取得可能資格などの学

生支援においては、同程度の金額、内容の設定としている。 

 また、本学部学科では、グローバル人材に求められる情報に関する知識、英語力

向上を図るべく、情報、英語関連の資格取得の推進に精力的に取り組んでいる点に

おいても、優位性があるものと考える。 

    以上の各点から、総合的に、本学部学科は、競合校に対して優位性が高いと考え

る。 
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○ 社会学部 社会学科 

     

＜競合校＞ 

 

    関西大学社会学部・立命館大学産業社会学部・近畿大学総合社会学部 

 

   ＜競合校の選定理由＞ 

 

     上記の競合校は、同学校種、同学部系統分野の学部系統で、学科単位の定員規模

も概ね同規模である。所在地も、本学から半径 15km圏内又は同じ鉄道路線の沿線に

位置し、学力層においても同程度レベルであることから、競合校として選定した。 

 

     ＜競合校との比較分析＞ 

 

上記競合校と比較すると、まず、教育内容と方法の観点において、本学部学科は、

ディプロマ・ポリシーに掲げる『幅広い知識、視野を身につける教育課程を編成し

て、社会が抱える課題の解決に意欲的に取り組む力』を身に付けることを教育目的

の柱としており、社会の発展と幸せな暮らしの創造に貢献する人材を養成するとと

もに、卒業後の進路において、大企業・有名企業への就職指導に力点を置き、高い

実就職率を導いている点で優位性があると考える。 

また、就職支援の観点において、本学部学科では、キャリアセンターを拠点に学

生への情報提供、指導展開しつつ、1 年次から 4 年次までクラス担任制を導入する

ことで、所属学生に対するきめ細かな進路指導を展開し、高い進路実績を上げてい

る点、また、大学院進学によりステップアップを図ることができる点においても優

位性があると考える。 

入試については、入試日程を同時期に設定するとともに、入学手続時期を調整す

ることにより、競合校と本学を併願する志願者の取り込みと、入学者レベルの向上

を図る取り組みを展開しており、学生納付金、奨学金制度、取得可能資格などの学

生支援においては、同程度の金額、内容の設定としている。 

 また、本学部学科では、グローバル人材に求められる情報に関する知識、英語力

向上を図るべく、情報、英語関連の資格取得の推進に精力的に取り組んでいる点に

おいても、優位性があるものと考える。 

    以上の各点から、総合的に、本学部学科は、競合校に対して優位性が高いと考え

る。 

 

イ 競合校の入学志願動向等 
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  ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

競合校となる学科等の過去 3年間の入学志願状況等については、まず、関西大学政策

創造学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 4,544人、受験者数 4,458

人、合格者数 965人、入学者数 354人、定員充足率 1.01。令和 5（2023）年度入試の結

果をみると、志願者数 3,454 人、受験者数 3,346 人、合格者数 841 人、入学者数 363

人、定員充足率 1.03。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、志願者数 3,933人、受

験者数 3,819 人、合格者数 856 人、入学者数 371 人、定員充足率 1.06 となっている。 

立命館大学政策科学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 3,243人、

受験者数 3,181人、合格者数 1,113人、入学者数 373人、定員充足率 0.90。令和 5（2023）

年度入試の結果をみると、志願者数 3,027人、受験者数 2,836人、合格者数 1,115人、

入学者数 411人、定員充足率 1.00。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、志願者数

4,190 人、受験者数 4,046 人、合格者数 1,074 人、入学者数 390 人、定員充足率 0.95

となっている。 

近畿大学法学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 10,596 人、受

験者数 9,855人、合格者数 2,287人、入学者数 556人、定員充足率 1.11。令和 5（2023）

年度入試の結果をみると、志願者数 8,628人、受験者数 8,175人、合格者数 1,644人、

入学者数 473人、定員充足率 0.94。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、志願者数

6,669 人、受験者数 6,250 人、合格者数 2,548 人、入学者数 529 人、定員充足率 1.05

となっている。 

      以上の通り、競合校の過去 3年間の入学定員充足率平均をそれぞれみると、関西大

学政策創造学部は 1.03、立命館大学政策科学部は 0.95、近畿大学法学部は 1.03、本

学部学科は 1.06 となり、競合校及び本学部学科のいずれにおいてもおおむね入学定

員を充足できている状況にあり、前述の本学部本学部学科の過去 3年間の入学定員充

足状況、本学部学科の優位性等を総合的に判断し、定員充足ができると考える。 

 

  ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

競合校となる学科等の過去 3年間の入学志願状況等については、まず、関西大学経済

学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 9,600人、受験者数 9,476人、

合格者数 2,094人、入学者数 744人、定員充足率 1.02。令和 5（2023）年度入試の結果

をみると、志願者数 9,486 人、受験者数 9,213 人、合格者数 2,010 人、入学者数 730

人、定員充足率 1.00。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、志願者数 9,001人、受

験者数 8,779人、合格者数 2,069人、入学者数 780人、定員充足率 1.07となっている。 

立命館大学経営学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 3,243 人、

受験者数 3,159人、合格者数 991人、入学者数 810人、定員充足率 1.01。令和 5（2023）

年度入試の結果をみると、志願者数 9,967人、受験者数 9,959人、合格者数 3,207人、

入学者数 953人、定員充足率 1.19。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、志願者数



－学生の確保の見通し等（本文）-19- 
 

11,697人、受験者数 11,304人、合格者数 2,105人、入学者数 725人、定員充足率 0.91

となっている。   

近畿大学経営学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 35,001 人、

受験者数 32,685人、合格者数 6,768人、入学者数 1,554人、定員充足率 1.15。令和 5

（2023）年度入試の結果をみると、志願者数 27,803人、受験者数 25,891人、合格者数

3,856人、入学者数 1,154人、定員充足率 0.86。令和 6（2024）年度入試の結果をみる

と、志願者数 30,083人、受験者数 27,778人、合格者数 6,718人、入学者数 1,430人、   

定員充足率 1.06となっている。 

      以上の通り、競合校の過去 3年間の入学定員充足率平均をそれぞれみると、関西大

学経済学部は 1.03、立命館大学経営学部は 1.03、近畿大学経営学部は 1.02、本学部

学科は 1.13 となり、競合校及び本学部学科のいずれにおいても入学定員を充足でき

ている状況にあり、前述の過去 3年間の入学定員充足状況、本学部学科の優位性等を

総合的に判断し、定員充足ができると考える。 

 

    ○ 社会学部 社会学科 

 

競合校となる学科等の過去 3年間の入学志願状況等については、まず、関西大学社会

学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 7,210人、受験者数 7,072人、

合格者数 1,969人、入学者数 826人、定員充足率 1.04。令和 5（2023）年度入試の結果

をみると、志願者数 7,912 人、受験者数 7,713 人、合格者数 2,066 人、入学者数 829

人、定員充足率 1.04。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、志願者数 9,405人、受

験者数 9,102人、合格者数 1,761人、入学者数 791人、定員充足率 0.99となっている。 

立命館大学産業社会学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 8,839

人、受験者数 8,595 人、合格者数 2,519 人、入学者数 780 人、定員充足率 0.96。令和

5（2023）年度入試の結果をみると、志願者数 7,280人、受験者数 6,843人、合格者数

2,497人、入学者数 851人、定員充足率 1.05。令和 6（2024）年度入試の結果をみると、

志願者数 8,541人、受験者数 8,088人、合格者数 2,659人、入学者数 906人、定員充足

率 1.11となっている。 

近畿大学総合社会学部の令和 4（2022）年度入試の結果をみると、志願者数 18,383

人、受験者数 17,331人、合格者数 2,947人、入学者数 521人、定員充足率 1.02。令和

5（2023）年度入試の結果をみると、志願者数 16,372人、受験者数 15,357人、合格者

数 3,142人、入学者数 538人、定員充足率 1.05。令和 6（2024）年度入試の結果をみる

と、志願者数 17,979人、受験者数 16,912人、合格者数 3,137人、入学者数 533人、定

員充足率 1.04となっている。 

以上の通り、競合校の過去 3 年間の入学定員充足率平均をそれぞれみると関西大学

社会学部は 1.02、立命館大学産業社会学部は 1.04、近畿大学総合社会学部は 1.03、本

学部学科は 1.10となり、競合校及び本学部学科のいずれにおいても入学定員を充足で

きている状況にあり、前述の過去 3年間の入学定員充足状況、本学部学科の優位性等を
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総合的に判断し、定員充足ができると考える。 

  

 ウ 収容定員を増加する組織において定員を充足できる根拠等 

 

    ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

       競合校及び本学部学科において概ね入学定員を充足できている状況にあるが、競

合校にあげている立命館大学政策科学部の過去 3年間の入学定員充足率平均は 0.95

となっている。 

       そこで、立命館大学政策科学部の志願倍率をみると令和 4（2022）年度入試の志

願倍率は 7.91倍、令和 5（2023）年度入試の志願倍率は 7.38倍、令和 6（2024）年

度入試の志願倍率は 10.22となっており、入学定員をはるかに超える志願倍率があ

る。 

また、本学部学科の志願倍率をみると、令和 4(2022)年度が 3.34倍、令和(2023)

年度が 3.00倍、令和 6(2024)年度が 3.06倍と堅調に推移しており、競合校及び本

学部学科のいずれにおいても入学定員を超える志願者数があり、十分、定員充足で

きる状況にあると考える。 

 

    ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

競合校定員充足のため該当しない。 

 

    ○ 社会学部 社会学科 

 

競合校定員充足のため該当しない。 

 

  エ 学生納付金等の金額設定の理由  

 

    ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

競合校の学生納付金をみると、関西大学政策創造学部は、451.8 万円、立命館大学政

策科学部は、523.2万円、近畿大学法学部は、481.6万円で、平均 490.4万円なり、本学

部は 472.0万円となることから、学生納付金はほぼ同等であり妥当と考える。 

 

    ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

競合校の学生納付金をみると、関西大学経済学部は、443.8 万円、立命館大学経済学

部、456.9 万円、近畿大学経営学部は、481.6 万円で、平均 464.9 万円なり、本学部は
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472.0万円となることから、学生納付金はほぼ同等であり妥当と考える。 

 

    ○ 社会学部 社会学科 

 

競合校の学生納付金をみると、関西大学社会学部は、443.8 万円、立命館大学産業社

会学部は、515.4万円、近畿大学総合社会学部は、481.6万円で、平均 485.0万円なり、

本学部は 472.0万円となることから、学生納付金はほぼ同等であり妥当と考える。 

 

③ 先行事例分析 

 

      既設組織を廃止しての新設組織設置ではないため該当しない。 

 

④ 学生確保に関するアンケート調査  

     

    ○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

この度、本学部学科の収容定員変更にあたり、まず、入試状況について、志願者数推

移をみると、令和 2(2020)年度が 962 人、令和 3(2021)年度が 1,688 人、令和 4(2022)

年度が 2,226 人、令和 5(2023)年度が 1,465 人、令和 6(2024)年度が 1,967 人、次に、

入学者数推移は、令和 2(2020)年度が 43 人、令和 3(2021)年度が 46 人、令和 4(2022)

年度が 41人、令和 5(2023)年度が 64人、令和 6(2024)年度が 66人、歩留率推移は、令

和 2(2020)年度が 0.26、令和 3(2021)年度が 0.14、令和 4(2022)年度が 0.09、令和

5(2023)年度が 0.18、令和 6(2024)年度が 0.14 と堅調に推移している【別紙２－４】。 

また、本学部学科の志願者動向について、オープンキャンパス参加者数をみると、令

和 4(2022)年度が 72人、令和 5(2023)年度が 115人、令和 6(2024)年度が 136人、受験

率は、令和 4(2022)年度が36.0%、令和 5(2023)年度が 35.8%、令和6(2024)年度が 38.0%、

入学率は、令和 4(2022)年度が 16.0%、令和 5(2023)年度が 16.6%、令和 6(2024)年度が

16.3%と堅調に推移している。 

次に、資料請求者数をみると、令和 4(2022)年度が 1,682 人、令和 5(2023)年度が

3,499 人、令和 6(2024)年度が 4,480 人、受験率は、令和 4(2022)年度が 18.4%、令和

5(2023)年度が 14.5%、令和 6(2024)年度が 19.0%といずれも堅調に推移している【別紙

３－１】。 

以上の通り、本学部学科は、志願者数、入学者、歩留率、オープンキャンパスの参加

者数、受験率、入学率及び資料請求者数のいずれも堅調に推移しており、前述の「既設

組織の定員充足状況」に記載の通り、過去 5年間の実志願者数は、令和 2(2020)年度入

学者 354 人、令和 3(2021)年度入学者 274 人、令和 4(2022)年度入学者 541 人、令和

5(2023)年度入学者 354人、令和 6(2024)年度入学者 300人と、実志願倍率平均 3.49の

志願者確保を続けている状況にある。 
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この度の収容定員変更は、「既設の組織の定員の拡充を図る計画」であり、前述の分

析から、変更後の入学定員を十分確保できるものと考えるが、本学部学科志願者が興味

をもっている分野、受験希望者の動向をつかむため、第三者機関に依頼し、高等学校 2

年生（令和 8（2026）年 3月卒業予定・令和 8（2026）年度に大学進学時期を迎える者）

を対象に、受験、入学意欲に関するアンケート調査を実施し、以下の調査結果を得た。 

 

「政治経済学部 政治・政策学科」入学定員増構想に係る高校生アンケート調査概

要 

 

調査目的 

 

 

令和 8 年（2026 年）度に本学が入学定員増構想中の政治経済学部政

治・政策学科（入学定員 65 人）における志願者・入学者等の学生確

保の見込みを測定することを目的とした。 

調査時期 令和 7 年 1 月～2 月 

調査対象者 調査対象：令和 8 年 3 月に高等学校卒業予定である現 2 年生（令和

7 年度） 

調査地域：政治経済学部政治・政策学科への志願者実績が多かった

主に大阪府、兵庫県を中心とする近畿地方の高等学校

350 校に高校生アンケートを依頼し、期日までに 39 校か

ら返送を得た 

調査内容 

   

 

 

・回答者の基本情報（居住地、性別） 

・卒業後の希望進路 

・希望する大学等の設置者 

・興味のある学問分野 

・政治経済学部政治・政策学科への興味・関心 

・政治経済学部政治・政策学科への受験・入学意向 

調査方法 

 

調査実施の了承が得られた高校に対しアンケート用紙を送付し、各

校の教職員の監督のもと、高校において実施した。（紙方式・web 方

式での回答方法を案内し、いずれかで回答を依頼） 

実施人数 4,839 件 

 

アンケート調査は、本学部学科の特色・学費・アクセスなどを具体的に示したうえで、

本学が学生確保の基盤とする近畿地方を中心とした高等学校 350校（大阪府 135校、兵

庫県 109校、京都 39校、滋賀県 24校、奈良県 25校、和歌山県 16校、三重県 1校、香

川県 1校）に依頼し、うち 39校の高等学校 2年生（令和 8（2026）年 3月卒業予定・令

和 8（2026）年度に大学進学時期を迎える者）計 4,839人から回答を得た。 

この回答について、まず、卒業後の希望進路をみてみると、大学と回答した者は全回

答 4,839人中 4,065人（回答者全体の 84.0％）で、うち、私立大学と回答した者が 3,653

人（回答者全体の 75.5％）であった。 
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また、卒業後、学びたいと考えている興味のある学問分野をみてみると、本学部学科

の専門分野、学部横断の学び、本学部学科において取得可能な中高教員免許に関連する

分野の「法学・政治学」が 485人（回答者全体の 10.0％）、「商学・経営学」が 1,307人

（回答者全体の 27.0％）、「社会学」が 662 人（回答者全体の 13.7％）、「社会科学その

他」が 124 人（回答者全体の 2.6％）、「教育学、中・高校課程、教育その他」分野が計

668 人（回答者全体の 15.9％）と、合計で回答者全体の 69.2%にあたる分野に興味をも

っていることがわかった。 

そして、これら本学部学科の学びに関連する学問分野に興味を有する者を対象に、本

学部学科への受験希望、入学希望の状況をクロス集計したところ、本学部学科を第一志

望で受験すると回答した者 38人のうち、入学すると回答した者が 33人、志望校が不合

格の場合に入学すると回答した者が 9人であった。 

また同様に、第二志望以降の受験希望者をみると、第二志望で受験すると回答した者

21人全員、第三志望以降で受験すると回答した者 65人のうち 63人が入学すると回答し

ており、第一志望者と合わせて計 126人の者が入学意欲を有しているという結果を得た。 

前述の入試状況、志願者動向等、また、今回調査を実施していない高校にも入学意思

を有する者が潜在する可能性、政治経済学部、社会学部の各学科間における併願受験者

の存在等を総合的に考慮すると、変更後の入学定員は十分確保できるものと考える【資

料８】【資料９】。 

 

【別紙２－４】 各学部学科の既設学科等の入学定員・収容定員の充足状況（直近５

年間）政治経済学部 政治・政策学科 

【別紙３－１】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績（政治経済学

部 政治・政策学科） 

【資料８】   入学定員増構想に係る高校生アンケート報告書 

【資料９】   政治経済学部 政治・政策学科における他学科との併願受験者 

 

    ○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

この度、本学部学科の収容定員変更にあたり、まず、入試状況について、志願者数推

移をみると、令和 2(2020)年度が 1,168人、令和 3(2021)年度が 2,050人、令和 4(2022)

年度が 2,475 人、令和 5(2023)年度が 1,897 人、令和 6(2024)年度が 2,446 人、次に、

入学者数推移は、令和 2(2020)年度が 88 人、令和 3(2021)年度が 86 人、令和 4(2022)

年度が 84人、令和 5(2023)年度が 140人、令和 6(2024)年度が 140人、歩留率推移は、

令和 2(2020)年度が 0.37、令和 3(2021)年度が 0.25、令和 4(2022)年度が 0.14、令和

5(2023)年度が 0.40、令和 6(2024)年度が 0.29 と堅調に推移している【別紙２－５】。 

また、本学部学科の志願者動向について、オープンキャンパス参加者数をみると、令

和 4(2022)年度が 252 人、令和 5(2023)年度が 404 人、令和 6(2024)年度が 474 人、受

験率は、令和 4(2022)年度が 36.1%、令和 5(2023)年度が 33.2%、令和 6(2024)年度が
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35.2%、入学率は、令和 4(2022)年度が 16.1%、令和 5(2023)年度が 16.8%、令和 6(2024)

年度が 17.1%と堅調に推移している。 

次に、資料請求者数をみると、令和 4(2022)年度が 22,371 人、令和 5(2023)年度が

36,238人、令和 6(2024)年度が 36,406人、受験率は、令和 4(2022)年度が 15.3%、令和

5(2023)年度が 15.2%、令和 6(2024)年度が 17.6%といずれも堅調に推移している【別紙

３－２】。 

以上の通り、本学部学科は、志願者数、入学者、歩留率、オープンキャンパスの参加

者数、受験率、入学率及び資料請求者数のいずれも堅調に推移しており、前述の「既設

組織の定員充足状況」に記載の通り、過去 5年間の実志願者数は、令和 2(2020)年度入

学者 972人、令和 3(2021)年度入学者 782人、令和 4(2022)年度入学者 1,014人、令和

5(2023)年度入学者 1,105人、令和 6(2024)年度入学者 1,271人と、実志願倍率平均 4.30

の志願者確保を続けている状況にある。 

この度の収容定員変更は、「既設の組織の定員の拡充を図る計画」であり、前述の分

析から、変更後の入学定員を十分確保できるものと考えるが、本学部学科志願者が興味

をもっている分野、受験希望者の動向をつかむため、第三者機関に依頼し、高等学校 2

年生（令和 8（2026）年 3月卒業予定・令和 8（2026）年度に大学進学時期を迎える者）

を対象に、受験、入学意欲に関するアンケート調査を実施し、以下の調査結果を得た。 

 

「政治経済学部 経済経営学科」入学定員増構想に係る高校生アンケート調査概要 

 

調査目的 

 

 

令和 8 年（2026 年）度に本学が入学定員増構想中の政治経済学部経

済経営学科（入学定員 150 人）における志願者・入学者等の学生確

保の見込みを測定することを目的とした。 

調査時期 令和 7 年 1 月～2 月 

調査対象者 調査対象：令和 8 年 3 月に高等学校卒業予定である現 2 年生（令和

7 年度） 

調査地域：政治経済学部経済経営学科への志願者実績が多かった主

に大阪府、兵庫県を中心とする近畿地方の高等学校 350

校に高校生アンケートを依頼し、期日までに 39 校から

返送を得た 

調査内容 

 

 

 

・回答者の基本情報（居住地、性別） 

・卒業後の希望進路 

・希望する大学等の設置者 

・興味のある学問分野 

・政治経済学部経済経営学科への興味・関心 

・政治経済学部経済経営学科への受験・入学意向 

調査方法 

 

調査実施の了承が得られた高校に対しアンケート用紙を送付し、各

校の教職員の監督のもと、高校において実施した。（紙方式・web 方
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式での回答方法を案内し、いずれかで回答を依頼） 

実施人数 4,839 件 

 

アンケート調査は、本学部学科の特色・学費・アクセスなどを具体的に示したうえで、

本学が学生確保の基盤とする近畿地方を中心とした高等学校 350校（大阪府 135校、兵

庫県 109校、京都 39校、滋賀県 24校、奈良県 25校、和歌山県 16校、三重県 1校、香

川県 1校）に依頼し、うち 39校の高等学校 2年生（令和 8（2026）年 3月卒業予定・令

和 8（2026）年度に大学進学時期を迎える者）計 4,839人から回答を得た。 

この回答について、まず、卒業後の希望進路をみてみると、大学と回答した者は全回

答 4,839人中 4,065人（回答者全体の 84.0％）で、うち、私立大学と回答した者が 3,653

人（回答者全体の 75.5％）であった。 

また、卒業後、学びたいと考えている興味のある学問分野をみてみると、本学部学科

の専門分野、学部横断の学び、本学部学科において取得可能な中高教員免許に関連する

分野の「法学・政治学」が 485人（回答者全体の 10.0％）、「商学・経営学」が 1,307人

（回答者全体の 27.0％）、「社会学」が 662 人（回答者全体の 13.7％）、「社会科学その

他」が 124 人（回答者全体の 2.6％）、「教育学、中・高校課程、教育その他」分野が計

668 人（回答者全体の 15.9％）と、合計で回答者全体の 69.2%にあたる分野に興味をも

っていることがわかった。 

そして、これら本学部学科の学びに関連する学問分野に興味を有する者を対象に、本

学部学科への受験希望、入学希望の状況をクロス集計したところ、本学部学科を第一志

望で受験すると回答した者 144人のうち、入学すると回答した者が 111人、志望校が不

合格の場合に入学すると回答した者が 29人であった。 

また同様に、第二志望以降の受験希望者をみると、第二志望で受験すると回答した者

93 人のうち 88 人、第三志望以降で受験すると回答した者 278 人のうち 271 人が入学す

ると回答しており、第一志望者と合わせて計 499人の者が入学意欲を有しているという

結果を得た。 

前述の入試状況、志願者動向等、また、今回調査を実施していない高校にも入学意思

を有する者が潜在する可能性、政治経済学部、社会学部の各学科間における併願受験者

の存在等を総合的に考慮すると、変更後の入学定員は十分確保できるものと考える【資

料８】。 

 

【別紙２－５】 各学部学科の既設学科等の入学定員・収容定員の充足状況（直近５

年間）政治経済学部 経済経営学科 

【別紙３－２】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績（政治経済学

部 経済経営学科） 

【資料８】   入学定員増構想に係る高校生アンケート報告書 

 

    ○ 社会学部 社会学科 
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この度、本学部学科の収容定員変更にあたり、まず、入試状況について、志願者数推

移をみると、令和 3(2021)年度が 3,013人、令和 4(2022)年度が 3,218人、令和 5(2023)

年度が 2,357人、令和 6(2024)年度が 2,727人、次に、入学者数推移は、令和 3(2021)

年度が 217 人、令和 4(2022)年度が 234 人、令和 5(2023)年度が 216 人、令和 6(2024)

年度が 208人、歩留率推移は、令和 3(2021)年度が 0.35、令和 4(2022)年度が 0.38、令

和 5(2023)年度が 0.39、令和 6(2024)年度が 0.33と堅調に推移している【別紙２－８】。 

また、本学部学科の志願者動向について、オープンキャンパス参加者数をみると、令

和 4(2022)年度が 814 人、令和 5(2023)年度が 736 人、令和 6(2024)年度が 675 人、受

験率は、令和 4(2022)年度が 39.2%、令和 5(2023)年度が 38.1%、令和 6(2024)年度が

39.0%、入学率は、令和 4(2022)年度が 17.0%、令和 5(2023)年度が 16.2%、令和 6(2024)

年度が 19.0%と堅調に推移している。 

次に、資料請求者数をみると、令和 4(2022)年度が 3,620 人、令和 5(2023)年度が

5,757 人、令和 6(2024)年度が 6,670 人、受験率は、令和 4(2022)年度が 25.4%、令和

5(2023)年度が 17.9%、令和 6(2024)年度が 17.2%といずれも堅調に推移している【別紙

３－３】。 

以上の通り、本学部学科は、志願者数、入学者、歩留率、オープンキャンパスの参加

者数、受験率、入学率及び資料請求者数のいずれも堅調に推移しており、前述の「既設

組織の定員充足状況」に記載の通り、過去 4年間の実志願者数は、令和 3(2021)年度入

学者 2,531 人、令和 4(2022)年度入学者 2,517 人、令和 5(2023)年度入学者 1,828 人、

令和 6(2024)年度入学者 2,087 人と、実志願倍率平均 4.41 の志願者確保を続けている

状況にある。 

この度の収容定員変更は、「既設の組織の定員の拡充を図る計画」であり、前述の分

析から、変更後の入学定員を十分確保できるものと考えるが、本学部学科志願者が興味

をもっている分野、受験希望者の動向をつかむため、第三者機関に依頼し、高等学校 2

年生（令和 8（2026）年 3月卒業予定・令和 8（2026）年度に大学進学時期を迎える者）

を対象に、受験、入学意欲に関するアンケート調査を実施し、以下の調査結果を得た。 

 

「社会学部 社会学科」入学定員増構想に係る高校生アンケート調査概要 

 

調査目的 

 

 

令和 8 年（2026 年）度に本学が入学定員増構想中の社会学部社会学科

（入学定員 260 人）における志願者・入学者等の学生確保の見込みを

測定することを目的とした。 

調査時期 令和 7 年 1 月～2 月 
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調査対象者 調査対象：令和 8 年 3 月に高等学校卒業予定である現 2 年生（令和 7

年度） 

調査地域：社会学部社会学科への志願者実績が多かった主に大阪府、

兵庫県を中心とする近畿地方の高等学校 350 校に高校生ア

ンケートを依頼し、期日までに 39 校から返送を得た。 

調査内容 

 

 

 

・回答者の基本情報（居住地、性別） 

・卒業後の希望進路 

・希望する大学等の設置者 

・興味のある学問分野 

・社会学部社会学科への興味・関心 

・社会学部社会学科への受験・入学意向 

調査方法 

 

調査実施の了承が得られた高校に対しアンケート用紙を送付し、各校

の教職員の監督のもと、高校において実施した。（紙方式・web 方式で

の回答方法を案内し、いずれかで回答を依頼） 

実施人数 4,839 件 

 

アンケート調査は、本学部学科の特色・学費・アクセスなどを具体的に示したうえで、

本学が学生確保の基盤とする近畿地方を中心とした高等学校 350校（大阪府 135校、兵

庫県 109校、京都 39校、滋賀県 24校、奈良県 25校、和歌山県 16校、三重県 1校、香

川県 1校）に依頼し、うち 39校の高等学校 2年生（令和 8（2026）年 3月卒業予定・令

和 8（2026）年度に大学進学時期を迎える者）計 4,839人から回答を得た。 

この回答について、まず、卒業後の希望進路をみてみると、大学と回答した者は全回

答 4,839人中 4,065人（回答者全体の 84.0％）で、うち、私立大学と回答した者が 3,653

人（回答者全体の 75.5％）であった。 

また、卒業後、学びたいと考えている興味のある学問分野をみてみると、本学部学科

の専門分野、各コースにおける学びに関連する「社会学」分野が 662人（回答者全体の

13.7％）、「法・政治学」が 485人（回答者全体の 10.0％）、「商学・経営学」が 1,307人

（回答者全体の 27.0％）、「社会科学その他」が 124人（回答者全体の 2.6％）、「国際学」

が 455人（回答者全体の 9.4％）と、合計で回答者全体の 62.7%にあたる分野に興味をも

っていることがわかった。 

また、本学部学科において取得可能な中高教員免許にあたる「教育学、中・高校課程、

教育その他」分野の計が 668 人（回答者全体の 15.9％）、本学部学科の専門の学びに関

連する隣接分野の「文学」が 595人（回答者全体の 12.3％）、「史学」が 168人（回答者

全体の 3.5％）、「哲学」が 144 人（回答者全体の 3.0％）、「人文科学その他」が 136 人

（回答者全体の 2.8％）、「デザイン」が 283人（回答者全体の 5.8％）、「芸術その他」が
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144人（回答者全体の 3.0％）と、合計で回答者全体の 46.3%にあたる分野に興味をもっ

ていることがわかった。 

そして、これら本学部学科の学びに関連する学問分野に興味を有する者を対象に、本

学部学科への受験希望、入学希望の状況をクロス集計したところ、本学部学科を第一志

望で受験すると回答した者 77人のうち、入学すると回答した者が 56人、志望校が不合

格の場合に入学すると回答した者が 12人であった。 

また同様に、第二志望以降の受験希望者をみると、第二志望で受験すると回答した者

106 人全員、第三志望以降で受験すると回答した者 297 人のうち 270 人が入学すると回

答しており、第一志望者と合わせて計 444人の者が入学意欲を有しているという結果を

得た。 

前述の入試状況、志願者動向等、また、今回調査を実施していない高校にも入学意思 

を有する者が潜在する可能性、政治経済学部、社会学部の各学科間における併願受験者 

の存在等を総合的に考慮すると、変更後の入学定員は十分確保できるものと考える【資 

料８】。 

 

【別紙２－８】 各学部学科の既設学科等の入学定員・収容定員の充足状況（直近５

年間）社会学部 社会学科 

【別紙３－３】 既設学科等の学生募集のための PR 活動の過去の実績（社会学部 

社会学科） 

【資料８】   入学定員増構想に係る高校生アンケート報告書 

 

 ⑤ 人材需要に関するアンケート調査等  

 

○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

    本学部学科が養成する人材需要の見通しについて、第三者機関に調査を依頼し、卒業生

の就職企業・機関等を含む 484企業団体機関から以下の回答を得た【資料１０－１】。 

 

政治経済学部 政治・政策学科 人材需要アンケート調査概要 

 

調査目的 

令和 8 年（2026 年）度に本学が入学定員増構想中の政治経済学

部政治・政策学科（入学定員 65人）の人材需要の見通しを測定

するために公共団体や企業等を対象としたアンケート調査を実

施した。 

調査時期 令和 7（2025）年 1月～2月 

調査対象 

過去 5 年間の本学部学科卒業生の就職先企業・機関等を含め、

本学部学科卒業生の就職が想定される企業・公共団体、計 2,500

件を依頼対象とした。 
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調査内容 

・回答対象先の基本情報（業種・所在地・従業員／職員規模） 

・「政治経済学部 政治・政策学科」卒業生の人材ニーズ 

・「政治経済学部 政治・政策学科」卒業生の採用意向 

有効回答件数 484件（返送率 19.36%） 

 

以上の通り、人材需要アンケート調査は、過去 5年間に本学部学科卒業生の採用実績が

ある企業・公共団体等のうち本学部学科の養成する企業・公共団体等の人材像に該当する

就職先、および本学部学科卒業生の就職が想定される企業・公共団体等を中心とする 2,500

件の企業・機関等にアンケート調査を依頼し 484件の回答を得た。 

回答企業・機関は、種類別でみると、回答数が多い順に「製造業」82件（全体の 16.9%）、

卸売業・小売業 71 件（全体の 14.7％）、建設業 49 件（全体の 10.1％）、所在地別でみる

と、回答数が多い順に「東京都」150件（同 31.0%）、「大阪府」109件（22.5％）、従業員数

規模でみると、回答数が多い順に「1,000人以上～2,000人未満」115件（同 28.8％）、「300

人以上～1,000人未満」98件（同 20.2％）であった。 

これら回答企業・機関等に、本学部学科の特色等を具体的に示した上で、養成する人材

の社会ニーズについて質問したところ、「ニーズは極めて高い」及び「ニーズはある程度高

い」と回答した企業・団体は 316件（全体の 65.3％）、採用意向について質問したところ、

「採用したい」と回答した企業・団体は 226 件（全体の 46.7%）で、採用可能と思われる

人数の合計は 589人と、入学定員 65人を上回る結果となった。 

    以上の通り、本調査（返答率 19.36％）のみの結果においても採用可能人数が入学定員

を上回っており、また、必要性に記載した政策、及び社会的背景、人材要請もふまえると、

本学部学科が養成する人材の社会的需要は高いものと考える。 

    またさらに、本学部学科の近年 3 年間の求人状況をみると、令和 5(2023)年 3 月卒業生

は 41人に対して、求人件数 8,976件、求人数 16,183人（求人倍率 394.7倍）、令和 6(2024)

年 3月卒業生 39人に対して、求人件数 9,116件、求人数 17,430人（求人倍率 446.9倍）、

令和 7(2025)年 3月卒業生 46人（予定）に対して、求人件数 10,167件、求人数 23,088人

（求人倍率 501.9倍）（令和 7年 2月末現在）【資料１１】と、定員を大きく上回る求人数

が継続している。 

    また、本学部学科の近年 3年間の卒業生の就職実績をみると、養成する人材像、想定す

る就職先に掲げる官公庁、報道機関、出版業界を含め、令和 5(2023)年 3 月卒業生は、41

人のうち、40 人（97.6％）が就職しており、令和 6(2024)年 3 月卒業生は、39 人のうち、

38人（97.4％）が就職をしており、令和 7年(2025)年 3月卒業生 46人（予定）のうち 45

人（97.8％）が就職（内定）、1人（2.2％）が進学（進学先合格）、計 46人（100％）が就

職・進学を予定している（令和 7年 2月末現在）【資料１２】。 

    以上の通り、全国的、地域的な動向、人材需要アンケート調査結果、本学部学科の求人

状況、就職実績から、この度の定員変更による増加分を十分満たす人材需要があるものと

考える。 
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【資料１０－１】 入学定員増構想についての人材需要アンケート調査報告書（政治経

済学部 政治・政策学科） 

    【資料１１】   過去３年間 求人状況一覧 

    【資料１２】   政治経済学部 政治・政策学科 卒業生就職実績 

 

○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

本学部学科が養成する人材需要の見通しについて、第三者機関による企業対象アンケー

ト調査を実施し、以下の回答を得た【資料１０－２】。 

 

政治経済学部 経済経営学科 人材需要アンケート調査概要 

 

調査目的 

令和 8 年（2026 年）度に本学が入学定員増構想中の政治経済学

部経済経営学科（入学定員 150 人）の人材需要の見通しを測定

するために公共団体や企業等を対象としたアンケート調査を実

施した。 

調査時期 令和 7（2025）年 1月～2月 

調査対象 

過去 5 年間の本学部学科卒業生の就職先企業・機関等を含め、

本学部学科卒業生の就職が想定される企業・公共団体、計 2,500

件を依頼対象とした。 

調査内容 

・回答対象先の基本情報（業種・所在地・従業員／職員規模） 

・「政治経済学部 経済経営学科」卒業生の人材ニーズ 

・「政治経済学部 経済経営学科」卒業生の採用意向 

有効回答件数 484件（返送率 19.36%） 

 

以上の通り、人材需要アンケート調査は、過去 5年間に本学部学科卒業生の採用実績が

ある企業・公共団体等のうち本学部学科の養成する企業・公共団体等の人材像に該当する

就職先、および本学部学科卒業生の就職が想定される企業・公共団体等を中心とする 2,500

件の企業・機関等にアンケート調査を依頼し 484件の回答を得た。 

回答企業・機関は、種類別でみると、回答数が多い順に「製造業」82件（全体の 16.9%）、

卸売業・小売業 71 件（全体の 14.7％）、建設業 49 件（全体の 10.1％）、所在地別でみる

と、回答数が多い順に「東京都」150件（同 31.0%）、「大阪府」109件（22.5％）、従業員数

規模でみると、回答数が多い順に「1,000人以上～2,000人未満」115件（同 28.8％）、「300

人以上～1,000人未満」98件（同 20.2％）であった。 

これら回答企業・機関等に、本学部学科の特色等を具体的に示した上で、養成する人材

の社会ニーズについて質問したところ、「ニーズは極めて高い」及び「ニーズはある程度高

い」と回答した企業・団体は 330件（全体の 68.2％）、採用意向について質問したところ、

「採用したい」と回答した企業・団体は 238 件（全体の 49.2%）で、採用可能と思われる
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人数の合計は 569人と、入学定員 150人を上回る結果となった。 

    以上の通り、本調査（返答率 19.36％）のみの結果においても採用可能人数が入学定員

を上回っており、また、必要性に記載した政策、及び社会的背景、人材要請もふまえると、

本学部学科が養成する人材の社会的需要は高いものと考える。 

    またさらに、本学部学科の近年 3 年間の求人状況をみると、令和 5(2023)年 3 月卒業生

は 92人に対して、求人件数 8,976件、求人数 16,183人（求人倍率 175.9倍）、令和 6(2024)

年 3月卒業生 82人に対して、求人件数 9,116件、求人数 17,430人（求人倍率 189.5倍）、

令和 7(2025)年 3月卒業生 86人（予定）に対して、求人件数 10,167件、求人数 23,088人

（求人倍率 268.5倍）（令和 7年 2月末現在）【資料１１】と、定員を大きく上回る求人数

が継続している。 

    また、本学部学科の近年 3年間の卒業生の就職実績をみると、養成する人材像、想定す

る就職先に掲げる金融機関、製造業、卸売・小売業を含め、令和 5(2023)年 3月卒業生は、

92 人のうち、91 人（98.9％）が就職、1 人（1.1％）が進学、計 92 人（100％）が就職・

進学しており、令和 6(2024)年 3月卒業生は、82人のうち、79人（96.3％）が就職、2人

（2.4％）が進学、計 81人（98.8％）が就職・進学をしており、令和 7年(2025)年 3月卒

業生 86人（予定）のうち 77人（89.5％）が就職（内定）、2人（2.3％）が進学、計 79人

（91.9％）が就職・進学を予定している（令和 7年 2月末現在）【資料１３】。 

    以上の通り、全国的、地域的な動向、人材需要アンケート調査結果、本学部学科の求人

状況、就職実績から、この度の定員変更による増加分を十分満たす人材需要があるものと

考える。 

 

【資料１０－２】 入学定員増構想についての人材需要アンケート調査報告書（政治経

済学部 経済経営学科） 

    【資料１１】   過去３年間 求人状況一覧 

    【資料１３】   政治経済学部 経済経営学科 卒業生就職実績 

 

○ 社会学部 社会学科 

 

本学部学科が養成する人材需要の見通しについて、第三者機関による企業対象アンケー

ト調査を実施し、以下の回答を得た【資料１０－３】。 

 

社会学部 社会学科 人材需要アンケート調査概要 

 

調査目的 

令和 8 年（2026 年）度に本学が入学定員増構想中の社会学部社

会学科（入学定員 260 人）の人材需要の見通しを測定するため

に公共団体や企業等を対象としたアンケート調査を実施した。 

調査時期 令和 7（2025）年 1月～2月 

調査対象 過去 5 年間の本学部学科卒業生の就職先企業・機関等を含め、
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本学部学科卒業生の就職が想定される企業・公共団体、計 2,500

件を依頼対象とした。 

調査内容 

・回答対象先の基本情報（業種・所在地・従業員／職員規模） 

・「社会学部 社会学科」卒業生の人材ニーズ 

・「社会学部 社会学科」卒業生の採用意向 

有効回答件数 484件（返送率 19.36%） 

 

以上の通り、人材需要アンケート調査は、過去 5年間に本学部学科卒業生の採用実績が

ある企業・公共団体等のうち本学部学科の養成する企業・公共団体等の人材像に該当する

就職先、および本学部学科卒業生の就職が想定される企業・公共団体等を中心とする 2,500

件の企業・機関等にアンケート調査を依頼し 484件の回答を得た。 

回答企業・機関は、種類別でみると、回答数が多い順に「製造業」82件（全体の 16.9%）、

卸売業・小売業 71 件（全体の 14.7％）、建設業 49 件（全体の 10.1％）、所在地別でみる

と、回答数が多い順に「東京都」150件（同 31.0%）、「大阪府」109件（22.5％）、従業員数

規模でみると、回答数が多い順に「1,000人以上～2,000人未満」115件（同 28.8％）、「300

人以上～1,000人未満」98件（同 20.2％）であった。 

これら回答企業・機関等に、本学部学科の特色等を具体的に示した上で、養成する人材

の社会ニーズについて質問したところ、「ニーズは極めて高い」及び「ニーズはある程度高

い」と回答した企業・団体は 302件（全体の 62.4％）、採用意向について質問したところ、

「採用したい」と回答した企業・団体は 222 件（全体の 45.9%）で、採用可能と思われる

人数の合計は 514人と、入学定員 260人を上回る結果となった。 

    以上の通り、本調査（返答率 19.36％）のみの結果においても採用可能人数が入学定員

を上回っており、また、必要性に記載した政策、及び社会的背景、人材要請もふまえると、

本学部学科が養成する人材の社会的需要は高いものと考える。 

またさらに、本学部学科の第 1 期生（今年度）の求人状況をみると、養成する人材像、

想定する就職先に掲げる報道機関、広告業界、情報・通信業を含め、令和 7(2025)年 3 月

卒業生 204 人（予定）に対して、求人件数 12,678 件、求人数 26,977 人（求人倍率 132.2

倍）（令和 7年 2月末現在）【資料１１】と、定員を大きく上回る求人数を得ている。 

    また、本学部学科の第１期の令和 7(2025)年 3 月卒業生 204 人（予定）のうち、198 人

（97.1％）が就職、1人（0.5％）が進学、計 199人（97.5％）が就職・進学を予定してい

る（令和 7年 2月末現在）【資料１４】。 

    以上の通り、全国的、地域的な動向、人材需要アンケート調査結果、本学部学科の求人

状況、就職実績から、この度の定員変更による増加分を十分満たす人材需要があるものと

考える。 

 

【資料１０－３】 入学定員増構想についての人材需要アンケート調査報告書（社会学

部 社会学科）     

【資料１１】   過去３年間 求人状況一覧 
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    【資料１４】   社会学部 社会学科学科 卒業生就職実績 

 

 

（４）収容定員を増加する組織の定員設定の理由 

 

○ 政治経済学部 政治・政策学科 

 

     前述の現行組織における入学定員充足状況、競合校の入学定員充足状況の分析を基礎

に、近年の志願者数及び入学定員充足率が増加傾向にあること、また、本学部学科の優

位性に対する考慮、そして、この度の定員増に対応し、校舎フロア増設、施設設備の充

実を図ることを念頭に、入学定員を 65 人に設定した。 

 

 

○ 政治経済学部 経済経営学科 

 

     前述の現行組織における入学定員充足状況、競合校の入学定員充足状況の分析を基礎

に、近年の志願者数及び入学定員充足率が増加傾向にあること、また、本学部学科の優

位性に対する考慮、そして、この度の定員増に対応し、校舎フロア増設、施設設備の充

実を図ることを念頭に、入学定員を 150 人に設定した。 

 

○ 社会学部 社会学科 

 

     前述の現行組織における入学定員充足状況、競合校の入学定員充足状況の分析を基礎

に、近年の志願者数及び入学定員充足率が増加傾向にあること、また、本学部学科の優

位性に対する考慮、そして、この度の定員増に対応し、校舎が隣接している校舎フロア

増設、施設設備の充実を図ることを念頭に、入学定員を 260 人に設定した。 
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資料7  出身高校の所在地別入学者数データ

本学入学者数（政治経済学部　政治・政策学科）データ 単位：名

高校の所在地 2022年度 2023年度 2024年度 過去３年間の平均値

合計 41 64 66 57

滋賀県 3 1 2 2

京都府 3 1 1 2

大阪府 22 47 40 36

兵庫県 9 6 8 8

奈良県 2 4 3 3

その他 4 9 12 8

本学入学者率（政治経済学部　政治・政策学科）データ
高校の所在地 2022年度 2023年度 2024年度 過去３年間の平均値

滋賀 7.3% 1.6% 3.0% 4.0%

京都 7.3% 1.6% 1.5% 3.5%

大阪 53.7% 73.4% 60.6% 62.6%

兵庫 22.0% 9.4% 12.1% 14.5%

奈良県 4.9% 6.3% 4.5% 5.2%

その他 9.8% 14.1% 18.2% 14.0%

本学入学者数（政治経済学部　経済経営学科）データ 単位：名

高校の所在地 2022年度 2023年度 2024年度 過去３年間の平均値

合計 84 140 140 121

滋賀 2 3 3 3

京都 1 5 4 3

大阪 51 93 99 81

兵庫 14 14 12 13

奈良 6 8 8 7

その他 16 25 14 18

本学入学者率（政治経済学部　経済経営学科）データ
高校の所在地 2022年度 2023年度 2024年度 過去３年間の平均値

滋賀 2.4% 2.1% 2.1% 2.2%

京都 1.2% 3.6% 2.9% 2.5%

大阪 60.7% 66.4% 70.7% 66.0%

兵庫 16.7% 10.0% 8.6% 11.7%

奈良 7.1% 5.7% 5.7% 6.2%

その他 19.0% 17.9% 10.0% 15.6%

本学入学者数（社会学部　社会学科）データ 単位：名

高校の所在地 2022年度 2023年度 2024年度 過去３年間の平均値

合計 234 216 208 219

滋賀 4 2 1 2

京都 8 4 9 7

大阪 145 147 142 145

兵庫 48 30 26 35

奈良 8 11 11 10

その他 29 33 19 27

本学入学者率（社会学部　社会学科）データ
高校の所在地 2022年度 2023年度 2024年度 過去３年間の平均値

滋賀 1.7% 0.9% 0.5% 1.0%

京都 3.4% 1.9% 4.3% 3.2%

大阪 62.0% 68.1% 68.3% 66.1%

兵庫 20.5% 13.9% 12.5% 15.6%

奈良 3.4% 5.1% 5.3% 4.6%

その他 12.4% 15.3% 9.1% 12.3%
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収容定員を増加する組織が置かれる都道府県への入学状況 別紙１

○出身高校の所在地県別の入学者数の構成比（上位５都道府県）

都道府県名 人　　数 構成比

1 大阪府 28,156人 49.3%

2 兵庫県 7,486人 13.1%

3 京都府 3,156人 5.5%

4 奈良県 2,919人 5.1%

5 和歌山県 1,657人 2.9%

全　　体 57,089人 100.0%

※「学校基本調査」の「出身高校の所在地県別入学者数」から作成すること。

○収容定員を増加する組織が置かれる都道府県の定員充足状況

令和３年度 令和４年度 令和５年度

1 大阪府 103.58% 102.69% 101.65%

※２校地で教育課程を実施する場合はそれぞれの状況を記載すること。

○収容定員を増加する組織の学問分野（系統区分）の定員充足状況

令和３年度 令和４年度 令和５年度

1 社会科学系（大学） 101.56% 102.73% 102.70%

※「系統区分」は日本私立学校振興・共済事業団の「今日の私学財政」の系統区分に従うこと。

※大学、学部、学部の学科、短期大学、短期大学の学科を設置する場合のみ
作成（専門職大学、専門職短期大学、高等専門学校を含む）。大学院は作成
不要。

新組織所在地
（都道府県）

充足率

充足率
系統区分
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既設学科等の学生募集のためのPR活動の過去の実績 別紙３－１

①募集を行った学科等名称及び取組の名称：政治経済学部　政治・政策学科　オープンキャンパス

R4年度入試 R5年度入試 R6年度入試 取組概要と入学者数等に関する分析

参加者等総数(a) 108人 178人 203人

うち受験対象者数(b) 72人 115人 136人

うち受験者数(c) 26人 41人 52人

うち入学者数(d) 12人 19人 22人

（受験率 c/b） 36.0% 35.8% 38.0%

（入学率 d/b） 16.0% 16.6% 16.3%

入学者数 41人 64人 66人 ※令和5年度入試から入学定員を40人から60人に変更

入学者の内のオープンキャンパ
スに参加した入学者の割合 28.1% 29.8% 33.6%

②募集を行った学科等名称及び取組の名称：政治経済学部　政治・政策学科　大学案内の配布（郵送）

R4年度入試 R5年度入試 R6年度入試 取組概要と入学者数等に関する分析

資料請求等総数(a) 20,533件 34,035件 34,505件 

うち受験対象者数(b) 1,682人 3,499人 4,480人 

うち受験者数(c) 310人 509人 853人

うち入学者数(d) 32人 44人 41人

（受験率 c/b） 18.4% 14.5% 19.0%

（入学率 d/b） 1.9% 1.3% 0.9%

入学者数 41人 64人 66人 ※令和5年度入試から入学定員を40人から60人に変更

入学者の内の資料請求した割合 78.0% 68.8% 62.1%

①取組概要
本学志望者を対象としてキャンパスを開放し、各学部の特色の紹介、模擬講義、在学生と
の懇談、入試個別相談、キャンパスツアー（施設案内）を実施。
R6年度入試対象（R5開催）：計7回開催（6/10.7/08.8/04.8/05.9/16.12/09）
R5年度入試対象（R4開催）：計7回開催（6/11.7/23.8/05.8/06.9/17.12/10）
R4年度入試対象（R3開催）：計7回開催（6/12.7/24.8/06.8/07.9/25.12/11）

②過去の取組実績を踏まえた収容定員を増加する組織の入学者数の見込みに関する分析

オープンキャンパス参加者（受験対象者）の目標人数は、過去3年間のオープンキャンパ
ス平均参加者数、及び収容定員変更に伴う入学定員の増加率（1.08倍）から、約129人に
設定する。

（過去3年間の平均参加者数（受験対象者数）×（入学定員の対前年度増加率））
（（72×（60/40））+115+136）/3）×1.08＝129.2人

※R5年度入試から入学定員を40名から60名に変更したため、R4年度入試の当該数値は換算
値で計算している。

また、この目標人数をもとに、過去3年間の平均入学率、及び、入学者のうちオープン
キャンパスに参加した人数の過去3年間の割合から入学者見込数（X）を算定すると約69人
になる。

（入学者の内のオープンキャンパスに参加した入学者の割合（過去3年間の平均））＝
（オープンキャンパス見込み者数×過去3年間の平均入学率）／X

（28.1+29.8+33.6）/3＝（129×（（16.0+16.6+16.3）/3））/X　　　X＝68.9

入学見込数：約69人　（＞65人（収容定員変更後の入学定員））
この入学見込数は、変更後の入学定員65人を超える数値であり、入学定員確保は十分でき
るものと考える。

①取組概要
本学を志望し、本学の大学案内資料を請求した者に対し、本学より資料を郵送。
また、日々の資料請求者に対し定期的（下記実施時期）に、
本学の教育の取り組みの様子、入試に関する情報等を郵送する方法で提供している。
R7年度入試対象（R6実施）：計2回実施予定（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞ
ｲﾄﾞ発送）
R6年度入試対象（R5実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）
R5年度入試対象（R4実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）
R4年度入試対象（R3実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）

②過去の取組実績を踏まえた収容定員を増加する組織の入学者数の見込みに関する分析

資料請求者数（受験対象者）の目標数は、過去3年間の平均請求者数、及び収容定員変更
に伴う入学定員の増加率（1.08倍）から、約3,781件と設定する。

（過去3年間の平均資料請求者数（受験対象者数）×（入学定員の対前年度増加率））
（（1,682×（60/40）＋3,499+4,480）/3）×1.08＝3780.7件

※R5年度入試から入学定員を40名から60名に変更したため、R4年度入試の当該数値は換算
値で計算している。

また、この目標数をもとに、過去3年間の平均入学率、及び、入学者のうち資料請求をし
た人数の過去3年間の割合から入学者見込数を算定すると約74人になる。

（入学者の内の資料請求をした割合（過去3年間の平均））＝（資料請求見込み者数×過
去3年間の平均入学率）／X

（78.0+68.8+62.1）/3＝（3,781×（（1.9+1.3+0.9）／3）／X　　　X＝74.2

入学見込数：約74人　（＞65人（収容定員変更後の入学定員））
この入学見込数は、変更後の入学定員65人を超える数値であり、入学定員確保は十分でき
るものと考える。
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③募集を行った学科等名称及び取組の名称：政治経済学部　政治・政策学科　ホームページアクセス数

R4年度入試 R5年度入試
R6年度入試
（2025年2月
末現在）

取組概要と入学者数等に関する分析

ホームページアクセス数(a) 8,732ｱｸｾｽ 9,201ｱｸｾｽ 9,162ｱｸｾｽ

うち受験対象者数(b) － － －

うち受験者数(c) － － －

うち入学者数(d) － － －

（受験率 c/b） － － －

（入学率 d/b） － － －

①取組概要
本学の教育の最新情報を伝える手段として、ホームページを活用している。
その情報更新計画として、1週間に一度、各学部、各部署から集めた原稿をもとに、
TOPICSとして最新情報をアップしている。

また、専属のホームページ制作担当者が、日々、学年歴等を確認し、
本学の教育の様子を取材し、同じくホームページにTOPICSとしてアップしている。

ホームページアクセス数の目標は、過去3年間の平均アクセス数、及び収容定員の変更に
伴う入学定員の増加率（1.08倍）から、約10,000件と設定する。

（過去3年間の平均アクセス数×入学定員の対前年度増加率）

（（8,732+9,201+（9,162/11×12））/3）×1.08＝10,054.1
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既設学科等の学生募集のためのPR活動の過去の実績 別紙３－２

①募集を行った学科等名称及び取組の名称：政治経済学部　経済経営学科　オープンキャンパス

R4年度入試 R5年度入試 R6年度入試 取組概要と入学者数等に関する分析

参加者等総数(a) 376人 625人 712人

うち受験対象者数(b) 252人 404人 474人

うち受験者数(c) 91人 134人 167人

うち入学者数(d) 41人 68人 81人

（受験率 c/b） 36.1% 33.2% 35.2%

（入学率 d/b） 16.1% 16.8% 17.1%

入学者数 84人 140人 140人 ※令和5年度入試から入学定員を80人から120人に変更

入学者の内のオープンキャンパ
スに参加した入学者の割合 48.3% 48.5% 57.9%

②募集を行った学科等名称及び取組の名称：政治経済学部　経済経営学科　大学案内の配布（郵送）

R4年度入試 R5年度入試 R6年度入試 取組概要と入学者数等に関する分析

資料請求等総数(a) 22,371件 36,238件 36,406件 

うち受験対象者数(b) 2,516人 4,786人 6,040人 

うち受験者数(c) 384人 726人 1063人

うち入学者数(d) 58人 120人 111人

（受験率 c/b） 15.3% 15.2% 17.6%

（入学率 d/b） 2.3% 2.5% 1.8%

入学者数 84人 140人 140人 ※令和5年度入試から入学定員を80人から120人に変更

入学者の内の資料請求した割合 69.0% 85.7% 79.3%

①取組概要
本学志望者を対象としてキャンパスを開放し、各学部の特色の紹介、模擬講義、在学生と
の懇談、入試個別相談、キャンパスツアー（施設案内）を実施。
R6年度入試対象（R5開催）：計7回開催（6/10.7/08.8/04.8/05.9/16.12/09）
R5年度入試対象（R4開催）：計7回開催（6/11.7/23.8/05.8/06.9/17.12/10）
R4年度入試対象（R3開催）：計7回開催（6/12.7/24.8/06.8/07.9/25.12/11）

②過去の取組実績を踏まえた収容定員を増加する組織の入学者数の見込みに関する分析

オープンキャンパス参加者（受験対象者）の目標人数は、過去3年間のオープンキャンパ
ス平均参加者数、及び収容定員変更に伴う入学定員の増加率（1.25倍）から、約523人に
設定する。

（過去3年間の平均参加者数（受験対象者数）×（入学定員の対前年度増加率））
（（252×（120/80））+404+474）/3）×1.25＝523.3人

※R5年度入試から入学定員を80名から120名に変更したため、R4年度入試の当該数値は換
算値で計算している。

また、この目標人数をもとに、過去3年間の平均入学率、及び、入学者のうちオープン
キャンパスに参加した人数の過去3年間の割合から入学者見込数（X）を算定すると約181
人になる。

（入学者の内のオープンキャンパスに参加した入学者の割合（過去3年間の平均））＝
（オープンキャンパス見込み者数×過去3年間の平均入学率）／X

（48.3+48.5+47.9）/3＝（523×（（16.1+16.8+17.1）/3））/X　　　X＝180.7

入学見込数：約181人　（＞150人（収容定員変更後の入学定員））
この入学見込数は、変更後の入学定員150人をはるかに超える数値であり、入学定員確保
は十分できるものと考える。

①取組概要
本学を志望し、本学の大学案内資料を請求した者に対し、本学より資料を郵送。
また、日々の資料請求者に対し定期的（下記実施時期）に、
本学の教育の取り組みの様子、入試に関する情報等を郵送する方法で提供している。
R7年度入試対象（R6実施）：計2回実施予定（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞ
ｲﾄﾞ発送）
R6年度入試対象（R5実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）
R5年度入試対象（R4実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）
R4年度入試対象（R3実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）

②過去の取組実績を踏まえた収容定員を増加する組織の入学者数の見込みに関する分析

資料請求者数（受験対象者）の目標数は、過去3年間の平均請求者数、及び収容定員変更
に伴う入学定員の増加率（1.25倍）から、約5,821件と設定する。

（過去3年間の平均資料請求者数（受験対象者数）×（入学定員の対前年度増加率））
（（2,516×（150/120）+4,786+6,040）/3）×1.25＝5821.3件

※R5年度入試から入学定員を120名から150名に変更したため、R4年度入試の当該数値は換
算値で計算している。

また、この目標数をもとに、過去3年間の平均入学率、及び、入学者のうち資料請求をし
た人数の過去3年間の割合から入学者見込数を算定すると約164人になる。

（入学者の内の資料請求をした割合（過去3年間の平均））＝（資料請求見込み者数×過
去3年間の平均入学率）／X

（69.0+85.7+79.3）/3＝（5821×（（2.3+2.5+1.8）／3）／X　　　X＝164.2

入学見込数：約164人　（＞150人（収容定員変更後の入学定員））
この入学見込数は、変更後の入学定員150人をはるかに超える数値であり、入学定員確保
は十分できるものと考える。

- 学生の確保の見通し等（資料） -23-



③募集を行った学科等名称及び取組の名称：政治経済学部　経済経営学科　ホームページアクセス数

R4年度入試 R5年度入試
R6年度入試
（2025年2月
末現在）

取組概要と入学者数等に関する分析

ホームページアクセス数(a) 10,996ｱｸｾｽ 15,944ｱｸｾｽ 16,477ｱｸｾｽ

うち受験対象者数(b) － － －

うち受験者数(c) － － －

うち入学者数(d) － － －

（受験率 c/b） － － －

（入学率 d/b） － － －

①取組概要
本学の教育の最新情報を伝える手段として、ホームページを活用している。
その情報更新計画として、1週間に一度、各学部、各部署から集めた原稿をもとに、
TOPICSとして最新情報をアップしている。

また、専属のホームページ制作担当者が、日々、学年歴等を確認し、
本学の教育の様子を取材し、同じくホームページにTOPICSとしてアップしている。

ホームページアクセス数の目標は、過去3年間の平均アクセス数、及び収容定員の変更に
伴う入学定員の増加率（1.25倍）から、約18,700件と設定する。

（過去3年間の平均アクセス数×入学定員の対前年度増加率）

（（10,996+15,944+(16,477/11×12)）/3）×1.25＝18,714.6

- 学生の確保の見通し等（資料） -24-



既設学科等の学生募集のためのPR活動の過去の実績 別紙３－３

①募集を行った学科等名称及び取組の名称：社会学部　社会学科　オープンキャンパス

R4年度入試 R5年度入試 R6年度入試 取組概要と入学者数等に関する分析

参加者等総数(a) 1144人 1051人 975人

うち受験対象者数(b) 814人 736人 675人

うち受験者数(c) 319人 280人 263人

うち入学者数(d) 138人 119人 128人

（受験率 c/b） 39.2% 38.1% 39.0%

（入学率 d/b） 17.0% 16.2% 19.0%

入学者数 234人 216人 208人

入学者の内のオープンキャンパ
スに参加した入学者の割合 59.1% 55.2% 61.7%

②募集を行った学科等名称及び取組の名称：社会学部　社会学科　大学案内の配布（郵送）

R4年度入試 R5年度入試 R6年度入試 取組概要と入学者数等に関する分析

資料請求等総数(a) 24,430件 38,760件 37,361件 

うち受験対象者数(b) 3,620人 5,757人 6,670人 

うち受験者数(c) 921人 1029人 1149人

うち入学者数(d) 180人 177人 151人

（受験率 c/b） 25.4% 17.9% 17.2%

（入学率 d/b） 5.0% 3.1% 2.3%

入学者数 234人 216人 208人

入学者の内の資料請求した割合 76.9% 81.9% 72.6%

①取組概要
本学志望者を対象としてキャンパスを開放し、各学部の特色の紹介、模擬講義、在学生と
の懇談、入試個別相談、キャンパスツアー（施設案内）を実施。
R6年度入試対象（R5開催）：計7回開催（6/10.7/08.8/04.8/05.9/16.12/09）
R5年度入試対象（R4開催）：計7回開催（6/11.7/23.8/05.8/06.9/17.12/10）
R4年度入試対象（R3開催）：計7回開催（6/12.7/24.8/06.8/07.9/25.12/11）

②過去の取組実績を踏まえた収容定員を増加する組織の入学者数の見込みに関する分析

オープンキャンパス参加者（受験対象者）の目標人数は、過去3年間のオープンキャンパ
ス平均参加者数、及び収容定員変更に伴う入学定員の増加率（1.3倍）から、約964人に
設定する。

（過去3年間の平均参加者数（受験対象者数）×（入学定員の対前年度増加率））
（814+736+675）/3）×1.3＝964.2人

また、この目標人数をもとに、過去3年間の平均入学率、及び、入学者のうちオープン
キャンパスに参加した人数の過去3年間の割合から入学者見込数（X）を算定すると約286
人になる。

（入学者の内のオープンキャンパスに参加した入学者の割合（過去3年間の平均））＝
（オープンキャンパス見込み者数×過去3年間の平均入学率）／X

（59.1+55.2+61.7）/3＝（964×（（17.0+16.2+19.0）/3））/X　　　X＝285.9

入学見込数：約286人　（＞260人（収容定員変更後の入学定員））
この入学見込数は、変更後の入学定員260人をはるかに超える数値であり、入学定員確保
は十分できるものと考える。

①取組概要
本学を志望し、本学の大学案内資料を請求した者に対し、本学より資料を郵送。
また、日々の資料請求者に対し定期的（下記実施時期）に、
本学の教育の取り組みの様子、入試に関する情報等を郵送する方法で提供している。
R7年度入試対象（R6実施）：計2回実施予定（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞ
ｲﾄﾞ発送）
R6年度入試対象（R5実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）
R5年度入試対象（R4実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）
R4年度入試対象（R3実施）：計2回実施（4月下旬：新ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発送、6月下旬：入試ｶﾞｲﾄﾞ
発送）

②過去の取組実績を踏まえた収容定員を増加する組織の入学者数の見込みに関する分析

資料請求者数（受験対象者）の目標数は、過去3年間の平均請求者数、及び収容定員変更
に伴う入学定員の増加率（1.25倍）から、約6,954件と設定する。

（過去3年間の平均資料請求者数（受験対象者数）×（入学定員の対前年度増加率））
（3,620+5,757+6,670）/3）×1.3＝6,953.7件

また、この目標数をもとに、過去3年間の平均入学率、及び、入学者のうち資料請求をし
た人数の過去3年間の割合から入学者見込数を算定すると約313人になる。

（入学者の内の資料請求をした割合（過去3年間の平均））＝（資料請求見込み者数×過
去3年間の平均入学率）／X

（76.9+81.9+72.6）/3＝（6,954×（（5.0+3.1+2.3）／3）／X　　　X＝312.5

入学見込数：約313人　（＞260人（収容定員変更後の入学定員））
この入学見込数は、変更後の入学定員260人をはるかに超える数値であり、入学定員確保
は十分できるものと考える。

- 学生の確保の見通し等（資料） -25-



③募集を行った学科等名称及び取組の名称：社会学部　社会学科　ホームページアクセス数

R4年度入試 R5年度入試
R6年度入試
（2025年2月
末現在）

取組概要と入学者数等に関する分析

ホームページアクセス数(a) 22,476ｱｸｾｽ 23,759ｱｸｾｽ 23,601ｱｸｾｽ

うち受験対象者数(b) － － －

うち受験者数(c) － － －

うち入学者数(d) － － －

（受験率 c/b） － － －

（入学率 d/b） － － －

①取組概要
本学の教育の最新情報を伝える手段として、ホームページを活用している。
その情報更新計画として、1週間に一度、各学部、各部署から集めた原稿をもとに、
TOPICSとして最新情報をアップしている。

また、専属のホームページ制作担当者が、日々、学年歴等を確認し、
本学の教育の様子を取材し、同じくホームページにTOPICSとしてアップしている。

ホームページアクセス数の目標は、過去3年間の平均アクセス数、及び収容定員の変更に
伴う入学定員の増加率（1.25倍）から、約24,000件と設定する。

（過去3年間の平均アクセス数×入学定員の対前年度増加率）

（（22,476+23,759+（23,601/11×12））/3）×1.25＝23,992.5

- 学生の確保の見通し等（資料） -26-
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資料９　政治経済学部　政治・政策学科における他学科との併願受験者

政治・政策学科

経済経営学科

社会学科

その他学科

計

政治・政策学科

経済経営学科

社会学科

その他学科

計

506

0

354

655

433

第一志望 令和3年度 令和4年度 令和5年度

受験者

1,688 2,226 1,465

274

378

0 0

1,179

23

1,036

541

入学者

33 29 48

5 3 11

8 9 5

0 0

46 41 64
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資料１１　　過去３年間　求人状況一覧

令和5（2023）年3月卒
業生

令和6（2024）年3月卒
業生

令和7（2025）年3月卒
業生

※2025年2月末現在

求人件数 1,116 1,169 1,184

求人数 4,460 4,725 4,970

求人件数 1,171 1,080 2,525

求人数 4,538 4,476 9,763

求人件数 6,745 8,891

求人数 1,247 2,002

求人件数 8,976 9,116 10,167

求人数 16,183 17,430 23,088

求人件数 8,976 9,116 10,167

求人数 16,183 17,430 23,088

求人件数 12,678

求人数 26,977

求人件数 10,356 17,110 34,612

求人数 23,894 32,509 67,595

卒業学年なし 卒業学年なし

保健医療学部
看護学科

政治経済学部
政治・政策学科

保健医療学部
総合リハビリテーション学科

社会学部

卒業学年なし

総数（実数）

理工学部
理工学科

政治経済学部
経済経営学科

- 学生の確保の見通し等（資料） -65-



【資料１２】　政治経済学部　政治・政策学科　卒業生就職実績

第４期生（令和5（2023）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 30 29 96.7% 0 0.0%

女 11 11 100.0% 0 0.0%

合計 41 40 97.6% 0 0.0%

第５期生（令和6（2024）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 26 26 100.0% 0 0.0%

女 13 12 92.3% 0 0.0%

合計 39 38 97.4% 0 0.0%

第６期生（令和7（2025）年３月卒業） 令和7年2月末現在

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 29 28 96.6% 1 3.4%

女 17 17 100.0% 0 0.0%

合計 46 45 97.8% 1 2.2%

卒業生数
就職 進学

政治行政学科
（現政治・政策学科）

卒業生数
就職 進学

進学

政治行政学科
（現政治・政策学科）

政治行政学科
（現政治・政策学科）

卒業生数
就職

- 学生の確保の見通し等（資料） -66-



【資料１３】　政治経済学部　経済経営学科　卒業生就職実績

第４期生（令和5（2023）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 66 66 100.0% 1 1.5%

女 26 25 96.2% 0 0.0%

合計 92 91 98.9% 1 1.1%

第５期生（令和6（2024）年３月卒業）

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 64 61 95.3% 2 3.1%

女 18 18 100.0% 0 0.0%

合計 82 79 96.3% 2 2.4%

第６期生（令和7（2025）年３月卒業） 令和7年2月末現在

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 59 50 84.7% 2 3.4%

女 27 27 100.0% 0 0.0%

合計 86 77 89.5% 2 2.3%

卒業生数
就職 進学

経済経営学科

卒業生数
就職 進学

進学

経済経営学科

経済経営学科

卒業生数
就職

- 学生の確保の見通し等（資料） -67-



【資料１４】　社会学部　社会学科　卒業生就職実績

第１期生（令和7（2025）年３月卒業） 令和7年2月末現在

人数 対卒業生 人数 対卒業生

男 99 94 94.9% 1 1.0%

女 105 104 99.0% 0 0.0%

合計 204 198 97.1% 1 0.5%

卒業生数
就職 進学

社会学科

- 学生の確保の見通し等（資料） -68-
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